
'1機密性2)’

事務総局会議（第3回）議事録

令和7年2月10日（月）午前11時00分 ～ 午前11時03分

総局会議室

日時

場所等

氏本事務総長、小野寺総務局長、徳岡人事局長、染谷経理局長、福田民

事局長兼行政局長、平城刑事局長､ 馬渡家庭局長、福島秘書課長兼広報
課長、坂口審議官、榎本デジタル審議官、馬場事務総局参事官

出席者

高等裁判所長官事務打合せの開催について

小野寺総務局長説明（資料)”

議事

結果 ◎ 了承

秘 書 課 長 福 島 直 之



事務総局会議資料

(2月10日開催）

機密性2

高等裁判所長官事務打合せ開催要領（案）

最高裁判所

令和7年3月6日（木）

最高裁判所

当面の司法行政上の諸問題について

高等裁判所長官 8人

随員 高等裁判所事務局長 8人

主催

期日

場所

協議事項

出席者

１
２

３
４

５

日程6

時間
14:00 ～ 17: 00

(曜日） 、 ’

最高裁判所長官挨拶
全体協議一

6日

（木）



【機密性2】

事務総局会議（第4回）議事録

令和7年2月18日（火）午前10時00分 ～ 午前11時10分日時

総局会議室場所等

氏本事務総長、小野寺総務局長、徳岡人事局長、染谷経理局長、福田民

事局長兼行政局長、平城刑事局長、馬渡家庭局長、福島秘書課長兼広報

課長、坂口審議官、榎本デジタル審議官、馬場事務総局参事官

出席者

1 官報の発行に関する法律第4条第2項第2号の規定に基づき協議を

行う権限の委任について

福島秘書課長説明（資料第1）

2 令和7年度外国出張計画について

福島秘書課長説明（資料第2）

3 令和7会計年度における協議会等開催計画について

小野寺総務局長説明（資料第3）

4 総務局関係事項について

小野寺総務局長説明（資料第4）

5 令和6年度裁判所予備経費の使用について

染谷経理局長説明（資料第5）

6 担保法制の見直しに関する要綱について

福田民事局長説明（資料第6）

7民事訴訟手続におけるe提出･e記録管理に対応するシステムにつ
いて

福田民事局長及び榎本デジタル審議官が、資料第7に基づき､ 民事
訴訟手続におけるe提出．e記録管理に対応するシステムについて、

改正法の施行当初は、現在改修中のmintsを予定する旨説明

8 国際知財司法シンポジウム2025の開催について

福田行政局長及び福島秘書課長説明（資料第8）

議事

。
◎
。
◎

裁判官会議付議 1，4，5

裁判官会議報告 6

了承､ 裁判官会議報告 7

了承 2，3，8

結果

秘 書 課 長 福 島 直 之



事務総局会議資料第1

（2月18日開催）

【配布資料】

官報の発行に関する法律第4条第2項第2号の規定に基づき協議を行う権限の委

任について

官報の発行に関する法律（令和5年法律第85号）第4

定に基づき協議を行う権限は、最高裁判所長官に委任する。

第4条第2項第2号の規



事務総局会議資料第2
（2月18日開催）

【機密性2】

【配布資料】

令和7年度外国出張計画

国際会議

(1) 国際ハーグネットワーク裁判官会議（シンガポール、 約6日間）

合計4人

【家庭局】裁判官1人

(2) 家庭裁判所協会(A FCC)主催第62回総会（米国、約7日間） 【家庭局】裁判官1人

一般職1人

(3) 国際商標協会(INTA)2 0 2 5年次総会（米国、約8日間） 【行政局】裁判官1人

L



事務総局会議資料第3
（2月18日開催）

機密性2

令和7会計年度における協議会等開催計画（下半期分）
(中央協議会等）

|’

團
圏
画
、

所管局
課

協儀員等 総人員協議事項開催方法会期開催時期種別

総務局司法行政上の諸問題 高裁事務局長参集（※）10月 1日高裁事務局長事務打合せ

総務事務全般の連絡協議 高裁総務課長及び文書企画官 総務局参集（※）10月 1日高裁総務課長等事務打合せ

２
’
’
３

’
’
４

参集（※） 人事行政事務全般の連絡協議 高裁人事課長及び同課企画官又は
同課課長補佐のうちいずれか1人

人事局人事事務打合せ（高裁人事課長） 10月 21日

1 高裁会計課長及び同管理課長

2 高裁会計課企画官、同課課長

補佐又は同課専門官のうちいずれ
か1人

経理局参集（※） 経理行政事務全般の連絡協議経理事務汀合せ（高裁会計課長） 10月 2日

法改正等を踏まえた民事執行事件及び倒産事件
の運用上考慮すべき事項について

1 各地裁の執行・倒産相当の裁

判官各1人（執行事件と倒産事件
の担当者が異なる場合は2人でも

可。）
2 各地裁の次席書記官、総括主
任書記官又は主任書記官のうちい
ずれか1人（執行事件と倒産事件
の担当者が異なる場合は2人でも
可。）

3 各地裁の総括執行官各1人

民事局リモート（ウェ

プ会議）
民事執行事件及び倒産事件担当裁
判官等事務打合せ

10月 1日5

人事事務全般に関する諸問題 人事局リモート（ウェ

プ会議）
1 各高裁の人事課長及び人事課

課長補佐等
2 各地裁及び各家裁の人事担当
課長等

※高裁単位で一部合同開催予定

10月～12月人事担当課長等協畿会 11量6

二＝＝二一一一

7 参集（※） 書記官事務全般の連絡協議 高裁の民事首席書記官及び刑事首

席書記官 ．
総務局1日高裁首席書記官事務打合せ 11月

高裁長官参集（※） 司法行政上の諸問題 総務局11月 2日高裁長官事務打合せ

８
’
’
９

｜｜皿

経理局リモート（ウェ

ブ会議）
経理行政等事務全般の連絡協譲 高裁事務局次長涯理関係零事務打合せ（高裁事務

局次長）

1月 1日

高裁人事課長及び同課企画官又は

同課課長補佐のうちいずれか1人
人事局

’
リモート（ウェ

ブ会議）

人事行政事務全般の連絡協議入事事務打合せ（高裁人事課長） 2月 1日

総務局参集（※） 司法行政上の諸問題 高裁長官

｜皿

2月 1日高裁長官事務打合せ

経理行政事務全般の連絡協蟻 1 高裁会計課長及び同管理課長

2 高裁会計課企画官、同課課長
補佐又は同課専門官のうちいずれ
か1人

経理局リモート（ウェ

プ会議）
経理事務打合せ（高裁会計課長） 2月 11夏12

11



所管局
課

協議事項 協議員等 総人員会期 開催方法種別 開催時期

民事訴訟法改正を踏まえた更なる運営改善につ
いて

追って調整

（柔軟で、かつ多数の傍聴も可能
な形式とする予定）

民事局民事事件担当裁判官等事務打合せ
2

リモート（ウェ

プ会蟻）
2月 1日

※ 原則参集とする。ただし、事情の変更により、リモートでの開催となる場合は別途所管局課から指示する。

2

〃



令和7会計年度における協議会等開催計画（下半期分）
(ブロック協議会等）

所管局
謀、

番
号
一
一
１

協醸事項 協駿員等 総人員開催方法 開催地開催時期 会期種別

適宜の方法（主
催庁で選択可）

民事・家事鯛停の運営に関し考慮すべき事

高裁長官表彰

各地裁及び家裁管内の闇停協会に

おいて指導的地位にある調停委員
各高裁 民事局

家庭局
各高裁で決定閥停運営協酸会及び嗣停委員表彰

式

各高裁で決定
（10月～12月）

１
項
２

1日

刑事事件の運用に関し考慮すべき事項
その他

刑事事件担当の簡裁裁判官及び開

催地所在の地裁裁判官
(合同開催）4高裁で開催
(開催地は未定）

刑事局 各高裁で決定所刑事事件担当裁判官協 リモート（ウェ

プ会礒）
10月～12月 0．5日

１
２簡易裁判

儀会

2

適宜の方法（主
催庁で選択可）

知的財産擢所艶について考慮すべき実務上の諸

問題 ′
知財高裁の裁判官並びに大阪高
裁、東京及び大阪各地裁の知的財
産権関係事件を担当する裁判官
（注）主催は知財高裁

東京高裁

（知財高裁）
行政局 約20人原則として10月～

2月

0．5日知的財産権翫訟研究会$’

知的財産梅関係事件における専門委員の関与の
在り方

適宜の方法（主

催庁で選択可）
1 知財高裁の裁判官並びに東京

及び大阪各地裁の知的財産権関係
事件を担当する裁判官
2 知的財産権関係事件を担当す
る専門委員（知的財産権関係事件
に関与したことがある者及び本研

究会への出席を希望する者に限
る）
（注）主催は知財高裁

東京高裁

（知財高裁）
行政局 知財高裁で決

定
知的財産梅関係事件担当専門委員
実務研究会

原則として10月～
2月

0．5日4

書記官事務について、首席書記官として考慮す
べき事項等

高地家裁の首席書記官及び地家裁
の裁判官（具体的な対象範囲は未
定）

各高裁所在地から開催地を
選定予定（一部合同開催）

総務局 未定参集（※）1月～2月 1日首席書記官等協謹今5

裁判員裁判の運用上の腺題
その他刑事事件の処理に関し考慮すべき事

(合同開催）2高裁で開催
(開催地は未定）

刑事局 各高裁で決定リモート（ウェ

ブ会譲）
刑事事件担当の高裁・地裁の裁判

官及び書記官
1月～2月 1日

１
２
項

刑事事件担当裁判官等協酸会6

首席家裁鯛査官の執務及び家裁調査官の調査事
務等に関し考慮すべき事項

(合同開催）4高裁で開催
(開催地は未定）

家庭局リモート（ウェ

プ会蟻）
首席家庭裁判所調査官協雛会 1月～2月 11貝 首席家裁調査官7

家事事件の運用上の諸問題 (合同開催）4高裁で開催
(開催地は未定）

家庭局1月～2月 リモート（ウェ

プ会難）
高裁管内の家裁において家事事件

を担当する裁判官、書記官及び家
裁調査官

各高裁で決定1日家事事件担当裁判官等協議会
申

■

司法委員としての職務につき必要な基礎的知職

の習得 ｜
’

新任司法委員 民事局 各地裁で決定各地裁で決定
（1月～3月）

適宜の方法（主

催庁で選択可） ｜
’

各地裁

幽
遡0．5日新任司法委員研修会

９
｜｜皿 家事審判事件及び人事斫訟事件の処理につき必

要な基礎的知職の習得
新任参与員又はこれに準ずる参与
員

適宜の方法（主

催庁で選択可）
各家裁の本庁又は支部 家庭局 各家裁で決定新任参与員研修会 各家裁で決定

（1月～3月）

1日～2

日

※ 原則参集とする。ただし、事情の変更により、リモートでの開催となる場合は別途所管局際から指示する。

'

3



令和7会計年度における協議会等開催計画（上半期分）
(中央協議会等）

■ ロ D ロ ■番
号 協議事項 協議員等 所管局課 総人員種別 開催時期 会期 開催方法

調停制度の在り方に関し考慮すべき事項 民事調停委員、家事調停委員調停委員協議会 民事局

家庭局
約100人リモート（ウェ

ブ会議）
5月 1日1

人事行政等事務全般の連絡協議 高裁事務局次長人事関係等事務打合せ（高裁事務
局次長）

リモート（ウェ
ブ会議）

人事局5月 1日2

高裁の所在地を管轄する家裁の首席家裁調査官
が行う調整事務に関し考慮すべき事項

高裁の所在地を管轄する家裁の首
席家裁調査官

家庭局首席家庭裁判所調査官事務打合せ 参集（※）5月 1日3

高裁長官、地裁・家裁所長参集（※） 当面の司法行政上の諸問題 総務局長官、所長会同 6月 2日4

家事事件の運用に関する連絡協議 1 家裁の部総括裁判官又は上席
裁判官のいずれか1人（事件の種
別ごとに担当者が異なる場合は複
数人でも可。）
2 家裁の首席書記官、次席書記
官、総括主任書記官又は主任書記
官のうちいずれか1人（事件の種
別ごとに担当者が異なる場合は複
数人でも可。）

家庭局家事関係中央協議会（裁判官等） リモート（ウェ
ブ会議）

7月 1日5

■
■
■
■

画
■
■
■
■。

■
■
■
■

1 1

改正民事訴訟法及び改正民事訴訟規則の解釈と
運用

1 各地裁の民事事件を担当する
部総括裁判官及び右陪席裁判官
各1人
2 各地裁の（民事）首席書記
官、次席書記官又は主任書記官
1人

3 各高裁の民事事件を担当する
裁判官及び民事首席書記官 各1
人

民事局民事事件担当裁判官等事務打合せ
1

リモート（ウェ
ブ会議）

7月 1日6

ロ Ⅱ ロ ロ

改正民事訴訟法及び改正民事訴訟規則の解釈と
運用

1 各地裁本庁の所在地にある簡
裁の裁判官 1人
2 各地裁本庁の所在地にある簡
裁の主任書記官 1人

民事局簡易裁判所民事事件担当裁判官等
事務打合せ

リモート（ウェ
ブ会議）

7月（6と同日開
催）

0．5日

～1日

7

■ ■

経理行政等事務全般の連絡協議 高裁事務局次長 経理局経理関係等事務打合せ（高裁事務
局次長）

参集（※）9月 2日8

高裁の事務局次長及び人事課長、
地・家裁の事務局次長
※高裁単位で一部合同開催予定

人事管理協議会 人事管理上の諸問題 人事局 約130人リモート（ウェ
ブ会議）

9月 1日9
■

※ 原則参集とする。ただし、事情の変更により、リモートでの開催となる場合は別途所管局課から指示する。

4



主

令和7会計年度における協議会等開催計画（上半期分）
(ブロック協議会等）

番
号 協議事項 協譲員等 開催地 所管局課 総人員開催方法会期開催時期種別

行政局 各地裁で決定労働審判事件の処理に必要な基礎的知識の習得 新任労働審判員 各地裁参集（※）各地裁で決定（原則
として4月～6月）

1日労働審判員研修会】

新任民事調停委員 民事局 各地裁で決定民事調停事件の処理に必要な基礎的知識の習得 各地裁適宜の方法（主
催庁で選択可）

各地裁で決定(原則
として4月～7月）

新任民事調停委員研修会 2日2

家事調停事件の処理につき必要な基礎知識の習
得

新任家事調停委員又はこれに準ず
る家事調停委員

各家裁の本庁又は支部 家庭局 各家裁で決定適宜の方法（主
催庁で選択可）

各家裁で決定（原則
として4月～7月）

1日～2

日
新任家事調停委員研修会3

各家裁で決定家事事件の処理に関して連絡調整を要する事項 家裁の裁判官及び帯記官、家裁調
査官、福祉関係、医療関係、その
他協議事項に関連する機関・団体
の職員の中から、各家裁の実情等
を考慮して選定(一時保護状に関
する事項について協議する場合に
は、地簡裁の職員が協議員となる
ことも差し支えない。）

各家裁で決定 家庭局適宜の方法（主
催庁で選択可）

各家裁で決定
（4月～翌年3月）

家事関係機関との連絡協議会 1日～

2日

4

少年事件の処理に関して連絡爾整を要する事項 家裁の裁判官及び書記官、家裁調
査官、保護関係、教育関係及び警
察関係、その他協議事項に関連す
る機関･団体の職員の中がら､各
家裁の実情等を考慮して選定

各家裁で決定 家庭局 各家裁で決定適宜の方法（主
催庁で選択可）

歩卒関係機関との連絡協議会 各家裁で決定
（4月～翌年3月）

1日～

2日

F

D

総務、人葛吸び経理事務の処理に関し考慮すべ
き事項

高裁の事務局次長、総務課長、人
事課長及び会計課長、地家裁の事
務局長

広島・高松、仙台・札幌は
2高裁合同で開催し、東
京、大阪、名古屋、福岡は
高裁単位で開催

人事局

経理局
総務局

リモート（ウェ
ブ会議）

6月～7月 1日事務局長協議会6

開催する地裁
で決定

借地非訟事件の処理に関し考慮すべき事項 東京及び大阪各地裁の鑑定委員 東京、大阪各地裁 民事局適宜の方法（主
催庁で選択可）

開催する地裁で決定
（6月～12月）

1日鑑定委員協議会7

民事局簡裁の調停制度及び司法委員制度の運用に関し
実務上考慮すべき事項

簡裁の裁判官及び寄記官、民事調
停委員、司法委員

各地裁 各地裁で決定適宜の方法（主
催庁で選択可）

各地裁で決定
（6月～翌年3月）

民事運営改善研究会 1日～

2日

8

民事調停事件の処理につき必要な応用的知識及
び技術の習得

民事調停委員 民事局 各地裁で決定各地裁各地裁で決定
（6月～翌年3月）

適宜の方法（主
催庁で選択可）

1日～

2日

民事鯛停委員研究会

９
｜
Ⅷ 民事調停委員 民事局 各地裁で決定適宜の方法（主

催庁で選択可）
民事調停事件の処理につき事例研究の方法によ
る実践的な知織及び技術の習得

各地裁各地裁で決定
（6月～翌年3月）

民事調停委員ケース研究会 1日～

2日

ゆ

司法委員 民事局 各地裁で決定司法委員としての職務につき必要な実践的知誠
及び技能の習得

各地裁各地裁で決定
（6月～翌年3月）

適宜の方法（主
催庁で選択可）

1日～

2日
司法委員研究会11

各高裁で決定犯罪被害者等基本法19条の趣旨を踏まえ、犯

罪被害者等の置かれた立場、状況等に関する理
解を深めるための意見交換等

意見交換等のテーマに応じた外部

有職者等並びに高裁、同高裁管内
の地裁、家裁の裁判官及び被害者
対応をする可能性のある職員（高
裁管内の各地家裁から最低限裁判
官その他の職員各1人に参加して
もらう予定）

各高裁 刑事局
家庭局

参集（※）各高裁で決定
（6月～翌年3月）

犯罪稜害者等の置かれた立場、状
況等に関する理解を深めるための
研究会

害者等の置かれた立場、 0． 5日12

各地裁で決定刑事事件担当の地裁の裁判官、書
記官及び保護観察所の職員

各地裁 刑事局参集（※） 保護観察の実情について
その他

保謹観察に関する連絡協議会 各地裁で決定
（6月～翌年3月）

0 5日

１
２13

各家裁で決定家事調停事件の処理につき必要な専門的知餓の
習得

家事調停委員 各家裁の本庁又は支部 家庭局適宜の方法（主
催庁で選択可）

各家裁で決定
（6月～翌年3月）

1日～2

日
家事調停委員研究会14

家庭局 各家裁で決定家事調停事件の処理につき事例研究の方法によ
る必要な知識の習得

家事調停委員 各家裁の本庁又は支部適宜の方法（主
催庁で選択可）

各家裁で決定
（6月～翌年3月）

家事調停委員ケース研究会 1日～2

日

晦
一
妬 家庭局 各家裁で決定家事事件の処理に関し考慮すべき事項 家裁の裁判官及び書記官、家裁調

査官、家事調停委員、参与員
各家裁の本庁又は支部適宜の方法（主

催庁で選択可）
各家裁で決定
（6月～翌年3月）

1日～2

日
家事運営改善研究会

5



番
号
一
Ⅳ

所管局課協議員等 開催地 総人員開催方法 協議事項開催時期 会期種別

参与員 各家裁の本庁又は支部 家庭局 各家裁で決定家事審判事件及び人事翫訟事件の処理につき必
要な専門的知識の習得

適宜の方法（主
催庁で選択可）

参与員研究会 各家裁で決定
（6月～翌年3月）

1日～2

日

学識経験者並びに地裁の裁判官及
び書記官

各地裁 刑事局 各地裁で決定参集（※） 刑事事件の鑑定を巡る諸問題刑事鑑定研究会 各地裁で決定
（7月～翌年3月）

0 5日

肥
一
岨

精神保健判定医及び精神保健参与
員候補者並びに地裁の裁判官及び
書記官

刑事局 各地裁で決定医療観察事件の処理上問題となる事項及び実体
的な判断の在り方に関して考慮すべき事項

各地裁参集（※）心神喪失者等医療観察法関係研究
協議会

各地裁で決定
（7月～翌年3月）

0 5日

法廷通訳経験のない又は少ない初級レベルの通
訳人候補者等を対象とした法廷通訳に必要な知
識・技能の習得

通訳人候補者となることを希望
し、かつ、対象言語の通訳人とじ
ての適性を備えていると認められ
る者又は通訳人候補者並びに地裁
の裁判官及び書記官

各地裁 刑事局
民事局
行政局
家庭局

各高地裁で決
定

法廷通訳基礎"艫 参集（※）各高地裁で決定
（7月～翌年3月）

0． 5日20

甲級レベルの通訳人候補者を対象とした法廷通
訳に必要な知識・技能の習得

通訳人候補者並びに高裁及び開催
地の地裁の裁判官及び書記官

各地裁 刑事局
民事局
行政局
家庭局

各高裁で決定各高裁で決定
（7月～翌年3月）

リモート（ウェ
ブ会議）

法廷通訳セミナー 1日21

I

通訳人候補者並びに東京、大阪各
高裁及び東京、大阪各地裁の裁判
官及び書記官

上級レベルの通訳人候補者を対象とした法廷通
訳に必要な知識・技能の習得

東京、大阪各地裁 刑事局

民事局
行政局
家庭局

各高裁で決定法廷通訳フォローアップセミナー 各高裁で決定
（7月～翌年3月）

リモート（ウェ
ブ会議）

1日22

地裁本庁所在地の検察審査会（複
数の検察審査会が設置されている
場合には、第一検察審査会)の事
務局長

（一部合同開催）
3～4高裁で開催（開催地
は未定）

検察審査会事務局事務について必要な知職の取
得及び実務上の諸問題の検討

刑事局参集（※）検察審査会事務局長研究会 9月～11月 0．5日23

労働審判事件の処理に必要な専門的知識の習得 労働審判員 各地裁 行政局 各地裁で決定労働審判員研究会 参集（※）各地裁で決定

（原則として9月～
12月）

1日24

破産事件の破産管財人、民事再生
事件の監督委員及び個人再生委
員、会社更生事件の管財人等

各地裁倒産事件の管財業務等の処理に関し考慮すべき
事項

民事局 各地裁で決定参集（※）管財人等協議会 各地裁で決定
（9月～翌年3月）

1日25

※ 原則参集とする。ただし、事情の変更により、リモートでの開催となる場合は別途所管局課から指示する。
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事務総局会議資料第4
（2月18日開催）

機密性2

【総局会議配布資料】

資料第1

令和7年1月15日

最高裁判所長官 今 崎 幸 彦 殿

最高裁判所裁判官 岡 村 和 美

回 避 許 可 申 立 書

私は、下記の訴訟について、当事者である国の処分行政庁（消費者庁長官）とし

て関与しているため、同事件の職務の執行を回避すべきものと思料しますので、こ

れを許可されるよう申し立てます。

記

|、 ｜ ’ |業務停止命令等処分取

消、記事削除等請求事件

上告人兼申立人（原告・控訴人）

被上告人兼相手方（被告・被控訴人）

’

国



機密性2

【総局会議配布資料】

資料第2

回避許可申立てに係る事件について

1 事件名・当事者名

｜､’ ｜業務停止命令等処分取

消、記事削除等請求事件

（第二小法廷）

上告人兼申立人（原告･控訴人）

被上告人兼相手方（被告・被控訴人） 国

主任 尾島裁判官 宮端調査官

2 事案の概要

本件は、屋根瓦葺替えの役務の提供等の事業を営む原告（上告人兼申立人）が、

消費者庁長官から、平成30年10月30日付けで、訪問販売における勧誘目的

の明示義務違反及び不実告知を理由に、特定商取引に関する法律に基づき、6か

月間の業務停止命令及び再発防止策等の報告を求める指示（以下「本件各処分」

という。）を受けたところ、本件各処分は違法な処分であると主張し、それらの

取消しを求めるとともに、国家賠償法1条1項に基づき、損害賠償金（7億21

79万9023円）及び遅延損害金の支払等を求める事案である。

3 岡村裁判官の関与

岡村裁判官は、処分行政庁である消費者庁長官として、本件各処分をした。



機密性2

【総局会議配布資料】

資料第3

参 照 条 文

（裁判官の回避）

民事訴訟規則第12条

裁判官は、法第23条（裁判官の除斥）第1項又は第24条（裁判官の忌避）

第1項に規定する場合には、監督権を有する裁判所の許可を得て、回避すること

ができる。

（裁判官の忌避）

民事訴訟法第24条第1項

裁判官について裁判の公正を妨げるべき事情があるときは、当事者は、その裁

判官を忌避することができる。



事務総局会議資料第5

配布資料(2月18日開催）

令和6年度裁判所予備経費使用書

残額今回計画額 計予算額 使用済額組 織 及 び 項 目

円 円 円円
、：

.正』

(組織）裁判所

009 裁判所予備経費

95014-2122-08検察審査員旅費

7, 055, 000

7, 055, 000

945,000

０
０

7, 055, 000

7, 055, 000

8,000,000



事務総局会議資料第6
（2月18日開催）

担保法制の見直しに関する要綱
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動産譲渡担保権の順位の変更 ， ．．．．．、 ．、、 ．“ ・ , 、

動産譲渡担保権と先取特権との競合．．、 、 ．、 ．、 ・ ・

動産譲渡担保権と動産質権との競合…‐ ．．…．…．…．．．．．‘

占有改定で対抗要件を備えた動産譲渡担保権の順位の特例

牽連性のある金銭債務を担保する動産譲渡担保権の順位の特例

転動産譲渡担保 ．．． ．．． …．‘…． ・ ．．．．．．．．.．．．．．．．‘．、
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集合動産譲渡担保契約の効力．．．．．．…．．．．．、 ．、 ．、 ・ ・

特定範囲所属動産を一体として目的とする動産譲渡担保契約.．

集合動産譲渡担保権についての対抗要件の特例.．．．…．．．．．．

集合動産譲渡担保権設定者による特定範囲所属動産の処分.．．、

動産の補充等による価値の維持義務． ．．． ．．．．…．．．．． ・ 、

集合動産譲渡担保権に基づく物上代位. ・ ．．…．．．．．．．．．．、

動産特定範囲に動産を属させる行為に関する詐害行為取消請求

債権譲渡担保契約の効力． ・ ．． ， ．．．．．．、 ．．．．．．．．．、
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混同の特例…．…．………．……………………………．｡……．…

譲渡担保債権の第三債務者の弁済等．……．………….．……….………

債権譲渡担保権の順位．.………｡……..………….…….….……….、

債権譲渡担保権と債権を目的とする質権との競合… ….…………｡.………
債権譲渡担保権の順位の変更．……．… ..…….……………．.…….…

転債権譲渡担保….．…….．……...…..………………….……．…

集合債権譲渡担保契約の効力．．……….…….…………………….…

集合債権譲渡担保権設定者による債権特定範囲に属する債権の取立て… ………

集合動産譲渡担保契約の効力の規定の準用...……………………………

その他の財産を目的とする譲渡担保契約の効力.…….….………….．……

その他の財産を目的とする譲渡担保権の順位.．．…．……………………．、

その他の財産を目的とする譲渡担保権と質権との競合……．…．……………

その他の財産を目的とする転譲渡担保….｡……….………….…………

債権譲渡担保契約の効力の規定の準用..……………………………….、

適用除外.……．………．……………．．……．…．……………．…

動産譲渡担保権の実行…….……..…….……．………….．………．

動産譲渡担保権の帰属清算方式による実行…………….…….……….…

動産譲渡担保権の処分清算方式による実行.……………….………….…
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第1 定義

次に掲げる用語の意義は、それぞれ1から20までに定めるところによるものとする。

。’ 譲渡担保契約 金銭債務を担保するため、債務者又は第三者が動産、債権（民法第3編

第1章第4節の規定により譲渡されるものに限る。以下この1，第2、9 01)イ及び側アに

おいて同じ｡）その他の財産（次に掲げるものを除く｡）を債権者に譲渡することを内容と

する契約（16(2)に掲げるものを除く｡）をいう。

（1）抵当権の目的とすることができる財産（次に掲げるものを除く｡）

ア 農業動産信用法第2条第1項に規定する農業用動産（以下「農業用動産」という｡）

イ 道路運送車両法による登録を受けた自動車（大型特殊自動車で建設機械抵当法第2

条に規定する建設機械であるものを除く。以下「登録自動車」という｡）

（2）特許権、実用新案権、意匠権及びこれらの実施権、商標権及びその使用権、育成者権

及びその利用権、特許、実用新案登録又は意匠登録を受ける権利、商標登録出願により

生じた権利並びに防護標章登録に基づく権利

2 譲渡担保財産 譲渡担保契約の目的である財産をいう。

3 譲渡担保権 譲渡担保財産の譲渡を受ける者が譲渡担保契約に基づいて譲渡担保財産に

ついて取得する権利をいう。

4 譲渡担保権者 譲渡担保権を有する者をいう。

5 譲渡担保権設定者 譲渡担保契約の当事者のうち譲渡担保財産を譲渡する者（その者が

譲渡担保財産について有する権利を他の者に譲渡した場合にあっては、その権利を現に有

する者）をいう。・

6 動産譲渡担保契約 譲渡担保契約のうち、動産を目的とするものをいう。

7 譲渡担保動産 動産譲渡担保契約の目的である動産をいう。

8 動産譲渡担保権 譲渡担保動産の譲渡を受ける者が動産譲渡担保契約に基づいて譲渡担

保動産について取得する権利をいう。

9 動産譲渡担保権者 動産譲渡担保権を有する者をいう。

10 動産譲渡担保権設定者 動産譲渡担保契約の当事者のうち譲渡担保動産を譲渡する者

（その者が譲渡担保動産について有する権利を他の者に譲渡した場合にあっては、その権

利を現に有する者)をいう。

11 債権譲渡担保契約 譲渡担保契約のうち、債権を目的とするものをいう。

12 譲渡担保債権 債権譲渡担保契約の目的である債権をいう｡

，3債権譲渡担保権 譲渡担保債権の譲渡を受ける者が債権譲渡担保契約に基づいて譲渡担

保債権について取得する権利をいう。

14債権譲渡担保権者 債権譲渡担保権を有する者をいう。

15債権譲渡担保権設定者 債権譲渡担保契約の当事者のうち譲渡担保債権を譲渡する者

（その者が譲渡担保債権について有する権利を他の者に譲渡した場合にあっては、その権

利を現に有する者）をいう。

16 所有権留保契約 次に掲げる契約をいう｡

（1）動産(抵当権の目的とすることができるもの（’(1)ア及びイに掲げるものを除く｡）を

除く。以下同じ｡）の所有権を移転することを内容とする売買その他の契約（(2)において

「売買契約等」という｡）であって、当該動産の代金の支払債務その他の金銭債務を担保
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するため、当該金銭債務の全部の履行がされるまでの間は、当該動産の所有権を当該動

産の所有権を移転すべき者に留保する旨の定めのあるもの

（2）売買契約等の当事者のうち当該売買契約等の目的である動産の所有権の移転を受ける

べき者が、第三者に対し、当該動産の所有権を移転すべき者に対する当該動産の代金そ

の他の金銭の支払を委託し、当該者が、その支払を受けたときに当該第三者に当該動産

の所有権を移転することを約する契約であって、当該金銭の償還債務その他の金銭債務

を担保するため、その金銭債務の全部の履行がされるまでの間は、当該動産の所有権を

当該第三者に留保する旨の定めのあるもの

17 所有権留保動産 所有権留保契約の目的である動産をいう。

18 留保所有権 所有権留保動産の所有権を留保する者が所有権留保契約に基づいて所有権

留保動産について有する権利をいう。

19 留保売主等 留保所有権を有する者をいう。

20留保買主等 所有権留保契約の当事者のうち、被担保債権に係る債務の全部の履行がさ

れた場合に所有権留保動産の所有権の移転を受ける者（その者が所有権留保動産について

有する権利を他の者に譲渡した場合にあっては、その権利を現に有する者）をいう。

第2 譲渡担保契約に関する総則規定 ‘

1 譲渡担保権の内容

譲渡担保権者は、譲渡担保財産について、他の債権者に先立づて自己の債権の弁済を受

ける権利を有するものとするb

2 譲渡担保権の被担保債権の範囲

譲渡担保権は、元本、利息、違約金、譲渡担保権の実行の費用及び債務の不履行によっ

て生じた損害の賠償を担保するものとする。ただし、譲渡担保契約に別段の定めがあると

きは、この限りでないものとする。

3 譲渡担保権者による譲渡担保財産の譲渡

譲渡担保権者は、譲渡担保権の実行手続によらなければ、譲渡担保財産を譲渡すること

ができないものとする。

4 譲渡担保権設定者の処分権限

溌渡担保権設定者は、譲渡担保財産について、その有する権利を第三者に譲渡すること

ができるものとする。

5 同一の嬢渡担保財産についての重複する譲渡担保契約

譲渡担保財産は、重ねて譲渡担保契約の目的とすることができるものとする。

6 譲渡担保権の不可分性

譲渡担保権者は、被担保債権の全部の弁済を受けるまでは、譲渡担保財産の全部につい

て、譲渡担保権を行使することができるものとする。
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7 物上代位

（1）譲渡担保権は、譲渡担保財産の売却、賃貸、滅失又は損傷によって譲渡担保権設定者

が受けるべき金銭その他の物に対しても、行使することができるものとする。この場合

においては、譲渡担保権者は、その払渡し又は引渡しの前に差押えをしなければならな

いものとする。

(2)(1)前段の規定に基づいて譲渡担保権者が行使する権利は、その金銭その他の物の払渡

し又は引渡しを目的とする債権を目的とする質権又は譲渡担保権であって、(1)後段の規

定による差押えの後に対抗要件が具備されたものに優先するものとする。

（3）譲渡担保権の目的である財産についてその譲渡担保権に劣後する先取特権､質権又は

他の譲渡担保権を有する者（以下この(3)において′『劣後担保権者」という｡）は、その順

位により、譲渡担保権設定者が支払を受けるべき第5，2(2)（第7、4において準用す

る場合を含む｡）に規定する残額、第9，1(4)（第11，2（第13，1において準用する

場合を含む｡以下この7及び9㈹ア(オ)において同じ｡)において準用する場合を含む｡）

に規定する帰属清算金、第9，2(5)(第11，2において準用する場合を含む｡）に規定す

る処分清算金又は第11，1(1)後段（第13，1において準用する場合を含む｡）に規定す

る差額に相当する金銭に対しても、その権利を行うことができるものとする。この場合

においては､劣後担保権者は､その払渡し前に差押えをしなければならないものとする。

8 物上保証人の求償権

他人の債務を担保するため譲渡担保契約を締結した譲渡担保権設定者は、その債務を弁

済し、又は譲渡担保権の実行によって譲渡担保財産を失ったときは､､民法に規定する保証

債務に関する規定に従い、債務者に対して求償権を有するものとする。

9 根譲渡担保契約の効力

（1）不特定の債権を担保するための譲渡担保契約

譲渡担保契約は、債務者との間に生ずる一定の範囲に属する不特定の債権を担保する

ためにも締結することができるものとする。

（2）根譲渡担保権の被担保債権の範囲

(1)の債権を担保するために締結された譲渡担保契約(以下｢根譲渡担保契約｣という｡）

に基づく譲渡担保権（以下「根譲渡担保権」という｡）を有する者（以下「根譲渡担保権

者」という｡）は、確定した元本、利息、違約金、根譲渡担保権の実行の費用及び債務の

不履行によって生じた損害の賠償の全部について、その根譲渡担保権を行使することが

できるものとする。ただし、根譲渡担保契約において極度額（根譲渡担保権を行使する

ことができる被担保債権の上限の額をいう。以下同じ｡）の定めがあるときは、当該極度

額を限度とするものとする。

（3）根譲渡担保権の被担保債権の範囲及び債務者の変更

ア 元本の確定前においては、根譲渡担保権の被担保債権の範囲の変更をすることがで

きるものとする。債務者の変更についても、同様とするものとする。

イ 根譲渡担保権の極度額の定めがない場合におけるアの変更は､利害関係を有する者
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の承諾を得なければ、することができないものとする。

(4)根譲渡担保権の極度額の変更等
根譲渡担保契約の締結後に根譲渡担保権の極度額を定め、又は根譲渡担保権の極度額

の定めを変更し、若しくは廃止するには､､利害関係を有する者の承諾を得なければなら

ないものとする。

(5)根譲渡担保権の元本確定期日の定め

ア 根譲渡担保権の担保すべき元本については、その確定すべき期日を定め､ 又は変更

することができるものとする。

イ アの期日を定め、又は変更するには、根譲渡担保権に劣後する譲渡担保権を有する

者その他の第三者の承諾を得ることを要しないものとする。

ウ アの期日は、これを定め、又は変更した日から5年以内でなければならないものと

する。

(6)根譲渡担保権の被担保債権の譲渡等

ア 元本の確定前に根譲渡担保権者から債権を取得した者は、その債権について根譲渡

担保権を行使することができないものとする。元本の確定前に債務者のために又は債

務者に代わって弁済をした者も、同様とするものとする。

イ 元本の確定前に債務の引受けがあったときは、根譲渡担保権者は、引受人の債務に

ついて、その根譲渡担保権を行使することができないものとする。

ウ 元本の確定前に免責的債務引受があった場合における債権者は､民法第472条の4

第1項の規定にかかわらず、根譲渡担保権を引受人が負担する債務に移すことができ

ないものとする。

エ 元本の確定前に債権者の交替による更改があった場合における更改前の債権者は、

民法第518条第1項の規定にかかわらず、根譲渡担保権を更改後の債務に移すことが

できないものとする。元本の確定前に債務者の交替による更改があった場合における

債権者も、同様とするものとする。

(7)根譲渡担保権者又は債務者の合併

ア 元本の確定前に根譲渡担保権者について合併があったときは、根譲渡担保権は、合

併の時に存する債権のほか､ 合併後存続する法人又は合併によって設立された法人が

合併後に取得する債権を担保するものとする。

イ 元本の確定前にその債務者について合併があったときは、根譲渡担保権は、合併の

時に存する債務のほか、合併後存続する法人又は合併によって設立された法人が合併

後に負担する債務を担保するものとする。

ウ ア又はイの場合にば、根譲渡担保契約における譲渡担保権設定者（以下「根譲渡担

保権設定者｣という｡)は､担保すべき元本の確定を請求することができるものとする。

ただし、イの場合において、ぞの債務者が根譲渡担保権設定者であるときは、この限

りでないものとする。

エ ウの規定による請求があったときは、担保すべき元本は、合併の時に確定したもの

‘ とみなすものとする。

オ ウの規定による請求は、根譲渡担保権設定者が合併のあったことを知った日から2

週間を経過したときは、することができないものとする。合併の日から1月を経過し
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たときも、同様とするものとする。

(8)根譲渡担保権者又は債務者の会社分割

ア 元本の確定前に根嬢渡担保権者を分割をする会社とする分割があったときは、根譲

渡担保権は、分割の時に存する債権のほか、分割をした会社及び分割により設立され

た会社又は当該分割をした会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は－部を

当該会社から承継した会社が分割後に取得する債権を担保するものとする。

イ 元本の確定前にその債務者を分割をする会社とする分割があったときは、根譲渡担

保権は、分割の時に存する債務のほか、分割をした会社及び分割により設立された会

社又は当該分割をした会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は－部を当該

会社から承継した会社が分割後に負担する債務を担保するものとする。

ウ(7)ウからオまでの規定は、ア又はイの場合について準用するものとする。

(9)根譲渡担保権の譲渡

ア 元本の確定前においては、根譲渡担保権者は、根譲渡担保権設定者の承諾を得て、

その根譲渡担保権(極度額の定めがあるものに限る。イ及び柵において同じ｡）を譲り

渡すことができるものとする。

イ 根譲渡担保権者は､その根譲渡担保権を二個の権利に分割して、その一方をアの規

定により譲り渡すことができるものとする。この場合において、その根譲渡担保権を

目的とする権利は、譲り渡した根譲渡担保権について消滅するものとする。

‘ウ イの規定による譲渡をするには、その根譲渡担保権を目的とする権利を有する者の

承諾を得なければならないものとする。

側 根譲渡担保権の一部譲渡

元本の確定前においては、根譲渡担保権者は、根譲渡担保権設定者の承誇を得て、そ

の根譲渡担保権の一部譲渡（譲渡人が譲受人と根譲渡担保権を共有するため、これを分

割しないで譲り渡すことをいう。01)において同じ｡）をすることができるものとする。

01）根譲渡担保権の譲渡又は一部譲渡の対抗要件

ア 根譲渡担保権の譲渡又は一部譲渡は、動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法

の特例等に関する法律（以下「特例法」という｡）の定めるところに従いその登記をし

なければ、これをもって第三者に対抗することができないものとする。

イ 債権を目的とする根譲渡担保権の譲渡又は一部譲渡は、当該譲渡又は－部譲渡及び

その譲渡又は－部譲渡につき登記がされたことについて、譲渡人若しくは譲受人が当

該債権の債務者に登記事項証明書（特例法第11条第2項に規定する登記事項証明書

をいう。以下同じ｡).を交付して通知をし、又は当該債務者が承諾をしなければ、これ

をもって当該債務者に対抗することができないものとする。

棚 根譲渡担保権の共有 “

ア 根譲渡担保権の共有者は、それぞれその債権額の割合に応じて弁済を受けるものと

する6ただし、元本の確定前に、これと異なる割合を定め、又はある者が他の者に先

立って弁済を受けるべきことを定めたときは、その定めに従うものとする。

イ 根譲渡担保権の共有者は、他の共有者の同意を得て、(9)アの規定によりその権利を

譲り渡すことができるものとする。

側 根譲渡担保権の元本の確定請求

～
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ア 根譲渡担保権設定者は、根譲渡担保契約に基づく財産の譲渡の時から3年を経過し

たときは、担保すべき元本の確定を請求することができるものとする。この場合にお

いて、担保すべき元本は、その請求の時から2週間を経過することによって確定する

ものとする。

イ 根譲渡担保権者は､ いつでも、担保すべき元本の確定を請求することができるもの

とする。この場合において､担保すべき元本は､その請求の時に確定するものとする。

ウ ア及びイの規定は、担保すべき元本の確定すべき期日の定めがあるときは、適用し

ないものとする。

“ 根譲渡担保権の元本の確定事由

ア 次に掲げる場合には、根譲渡担保権の担保すべき元本は､ 確定するものとする。

（ア）根譲渡担保権者が譲渡担保財産について強制執行、担保権の実行（担保権の実行

としての競売の例による競売を含む｡）又は7(1)後段若しくは(3)後段の規定による

差押えを申し立てたとき。ただし、差押えがあったときに限る。

（イ）根譲渡担保権者が嬢渡担保財産に対して滞納処分による差押えをしたとき。

（ウ）根譲渡担保権者が次に掲げるいずれかの事由があったことを知った時から2週間

を経過したとき。

a 譲渡担保動産に対する強制執行又は担保権の実行としての競売（その例による

競売を含む。（エ）において同じ｡）による差押え（当該根譲渡担保権者の根譲渡

担保権が集合動産譲渡担保権(第4、2(1)に規定する集合動産譲渡担保権をいう。

以下このア及び第3、11において同じ｡）である場合における当該根譲渡担保権
に係る動産特定範囲（第4，1に規定する動産特定範囲をいう。以下この（ウ）

及び第3、11(2)において同じ｡）に属する動産に対する強制執行、一般の先取特権

に基づく担保権の実行としての競売又は担保権の実行としての競売の例による

競売による差押えを除く｡）

b 当該根譲渡担保権者の根譲渡担保権が集合動産譲渡担保権である場合におけ

る当該根譲渡担保権に係る動産特定範囲に属する動産に対する強制執行、一般の

先取特権に基づく担保権の実行としての競売又は担保権の実行としての競売の

例による競売における特別の先取特権、質権又は動産譲渡担保権に基づく配当要

求

c 譲渡担保財産に対する滞納処分による差押え（当該根譲渡担保権者の根譲渡担

保権が集合動産譲渡担保権である場合における当該根譲渡担保権に係る動産特

定範囲に属する動産に対する滞納処分による差押えを除く｡）

（エ）動産を目的とする根譲渡担保権の根譲渡担保権者が譲渡担保動産に対する強制執

行又は担保権の実行としての競売について配当要求をしたとき。

（オ）根譲渡担保権者が帰属清算の通知（第9、1(1)（第11，2において準用する場合

を含む｡）に規定する帰属清算の通知をいう。（力)において同じ｡）又は処分清算譲

渡(第9，2(1)(第11，2において準用する場合を含む｡）に規定する処分清算譲渡

をいう。（力）において同じ｡）をしたとき。

（力）動産を目的とする根譲渡担保権に劣後する動産譲渡担保権の動産譲渡担保権者が

第9，3(1)の同意を得て帰属清算の通知又は処分清算譲渡をしたとき。
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（キ）集合動産譲渡担保権である根譲渡担保権の根譲渡担保権者が根譲渡担保権設定者

に対して第10，1 (1)の規定による通知をしたとき。

（ク）集合動産譲渡担保権である根謹渡担保権に劣後する集合動産譲渡担保権を有する

者が第10，2の同意を得て同’(1)の規定による通知をしたとき。

(ケ）債権を目的とする根譲渡担保権の根譲渡担保権者が第11，1(1)前段の規定により

譲渡担保債権に係る債務の履行を請求したとき。

（．）動産及び債権以外の財産（以下「その他の財産」という｡）を目的とする根譲渡担

保権の根譲渡担保権者が第13，1において準用する第1'、’(1)前段の規定により当

該根譲渡担保権の及ぶ債権に係る債務の履行を請求したとき。

（サ）動産を目的とする根譲渡担保権の根譲渡担保権者が譲渡担保動産について第’5、

i 3(1)の規定による引渡命令を申し立てたとき。ただし、当該引渡命令が発せられた

ときに限る。

（シ）動産を目的とする根譲渡担保権に劣後する動産譲渡担保権の動産譲渡担保権者が

第15，5の同意を得て譲渡担保動産について同3(1)の規定による引渡命令を申し立

てたとき。ただし、当該引渡命令が発せられたときに限る。

（ス）根譲渡担保権者又は債務者について相続が開始したとき｡、

（セ）債務者又は根譲渡担保権設定者が破産手続開始の決定を受けたとき。

イ ア（ウ）白の強制執行若しくは担保権の実行としての競売による差押え、同bの強制

執行、一般の先取特権に基づく担保権の実行としての競売若しくは担保権の実行として

の競売の例による競売による差押え若しくは同Cの滞納処分による差押え、同（エ）の

強制執行若しくは担保権の実行としての競売による差押え、同（キ）若しくは同（ク）

の通知、同（サ）若しくは同（シ）の引渡命令又は同（セ）の破産手続開始の決定の効

力が消滅したときは、担保すべき元本は、確定しなかったものとみなすものとする。た

だし、元本が確定したものとしてその根譲渡担保権又はこれを目的とする権利を取得し

た者があるときは、この限りでないものとする。

第3 動産譲渡担保契約の効力

1 動産譲渡担保権の及ぶ範囲

動産譲渡担保権者は、動産譲渡担保権設定者が動産譲渡担保契約の締結後にその動産の

常用に供するために附属させた他の動産であって動産譲渡担保権設定者の所有に属するも

のについても、動産譲渡担保権を行使することができるものとする｡ ただし､動産譲渡担

保契約に別段の定めがある場合及び動産譲渡担保権設定者の行為について民法第424条第

3項に規定する詐害行為取消請求をすることができる場合は､この限りでないものとする。

2 動産譲渡担保権者による果実の収取

動産譲渡担保権者は、その被担保債権について不履行があったときは、後に収穫すべき

譲渡担保動産の天然果実についても､動産譲渡担保権を行使することができるものとする。

3 動産譲渡担保権設定者による譲渡担保動産の使用及び収益

（1）動産譲渡担保権設定者は、譲渡担保動産の用法に従い、その使用及び収益をすること
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ができるものとする。

(2)動産譲渡担保権設定者は、善良な管理者の注意をもって、譲渡担保動産の使用及び収

益をしなければならないものとする。

4 妨害の停止の請求等

（1）動産譲渡担保権設定者は、次の各号に掲げるときは、当該各号に定める請求をするこ

とができるものとする。

ア 譲渡担保動産の使用又は収益を動産譲渡担保権設定者以外の者が妨害しているとき

その者に対する妨害の停止の請求

イ 譲渡担保動産の使用又は収益を動産譲渡担保権設定者以外の者が妨害するおそれが

あるとき その者に対する妨害の予防の請求

ウ 譲渡担保動産を動産譲渡担保権設定者以外の者が占有しているとき その者に対す

る返還の請求

（2）動産譲渡担保権者は､ 次の各号に掲げるときは、当該各号に定める請求をすることが

できるものとする。

ア 第2，1に規定する権利の行使を動産譲渡担保権者以外の者が妨害しているとき

その者に対する妨害の停止の請求

イ 第2、 1に規定する権利の行使を動産譲渡担保権者以外の者が妨害するおそれがあ

ると‘き その者に対する妨害の予防の請求

5 牽連性のある金銭債務のみを担保する動産譲渡担保権の対抗力

（1）次に掲げる債務（その利息､違約金、権利の実行の費用及び債務の不履行によって生

じた損害の賠償を含む。11において「牽連性のある金銭債務」という｡）のみを担保す

る動産譲渡担保権は、譲渡担保動産の引渡しがなくても、これをもって第三者に対抗す

ることができるものとする。 ・

ア 譲渡担保動産の代金債務

イ 譲渡担保動産の代金債務の債務者から委託を受けた者が当該代金債務を履行したこ

とによって生ずるその者の当該債務者に対する求償権に係る債務

（2）(1)の場合において、6及び9から11までの規定の適用については､動産譲渡担保契約

に基づく動産の譲渡の時に民法第183条に規定する方法（以下｢占有改定」という｡）以

外の方法で当該動産の引渡しがあったものとみなすものとする。

6 動産譲渡担保権の順位

同一の動産について数個の動産譲渡担保権が互いに競合する場合には、その動産譲渡担

保権の順位は、その動産の引渡し（登記又は登録をしなければ権利の得喪及び変更を第三

者に対抗することができない動産にあっては、登記又は登録）の前後によるものとする。

7 動産譲渡担保権の順位の変更

（1）動産譲渡担保権の順位は、各動産譲渡担保権者の合意によって変更することができる

ものとする。ただし、利害関係を有する者があるときは、その承諾を得なければならな
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いものとする。

(2)(1)の規定による順位の変更は、特例法の定めるところに従いその登記をしなければ、

その効力を生じないものとする。

8 動産譲渡担保権と先取特権との競合、

（1）同一の動産について動産譲渡担保権と先取特権とが競合する場合には､ 動産譲渡担保

権者は、民法第330条の規定による第1順位の先取特権者と同一の権利を有するものと

する。

（2）(1)の場合において、動産譲渡担保権者が数人あるときは、各動産譲渡担保権者は、（1）

及び民法第332条の規定に従ってこれらの者が弁済を受けるべき金額の合計額について、

6並びに9及び10の規定による順位に従って弁済を受けるものとする。

9 動産譲渡担保権と動産質権との競合

同一の動産について動産譲渡担保権と動産質権とが競合する場合には、その順位は、動

産譲渡担保契約に基づく動産の譲渡についての引渡しと動産質権の設定の前後によるもの

とする。

10 占有改定で対抗要件を備えた動産譲渡担保権の順位の特例

（1）6及び9並びに事業性融資の推進等に関する法律第18条第1項の規定にかかわらず、

占有改定で譲渡担保動産の引渡しを受けることにより対抗要件を備えた動産譲渡担保権

は、占有改定以外の方法で譲渡担保動産の引渡し（特例法第3条第1項の規定により引

渡しがあったものとみなされる場合を含む｡）を受けることにより対抗要件を備えた動

産譲渡担保権若しくは動産質権又は企業価値担保権に劣後するものとする。

(2)動産譲渡担保権が占有改定以外の方法で譲渡担保動産の引渡し（特例法第3条第1項

の規定により引渡しがあったものとみなされる場合を除く｡）を受けることにより対抗

要件を備えたものであっても、その後に動産譲渡担保権設定者が当該譲渡担保動産を現

に所持して占有したときは、(1)の適用については、占有改定で引渡しを受けることによ

り対抗要件を備えたものとみなすものとする。

11 牽連性のある金銭債務を担保する動産譲渡担保権の順位の特例

6及び8から10まで並びに事業性融資の推進等に関する法律第18条第1項の規定にか

かわらず、牽連性のある金銭債務を担保する動産譲渡担保権は、牽連性のある金銭債務を

担保する限度において、競合する他の動産譲渡担保権、動産質権又は企業価値担保権に優

先するものとする｡ ただし､動産譲渡担保権者が次に掲げる時のうち最も早いものより後

に譲渡担保動産の引渡しを受けたときは、この限りでないものとする。

（1）他の動産譲渡担保権(集合動産譲渡担保権を除く｡）の動産譲渡担保権者が譲渡担保動

産の引渡し（占有改定によるものを除く｡）を受けた時

（2）他の動産譲渡担保権(集合動産譲渡担保権に限る｡）の動産譲渡担保権者が第4，2(1)

の引渡し（占有改定によるものを除く｡）を受けた時又は譲渡担保動産が動産特定範囲に

属した時のいずれか遅い時
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(3)動産質権の設定時

(4)譲渡担保動産が事業性融資の推進等に関する法律第6条第8項に規定する担保目的

財産に属した時

12 転勤産譲渡担保

（1）動産譲渡担保権は、譲渡担保契約の目的とすることができるものとする。

(2)譲渡担保契約に基づく動産譲渡担保権の譲渡（以下「転動産譲渡担保権の設定」とい

う｡）は、特例法の定めるところに従いその登記（当該動産譲渡担保権の目的である動産

が特例法第3条第1項の規定による譲渡の登記をすることによってはその嬢渡を第三者

に対抗することができないものである場合にあっては、当該動産の譲渡についての対抗

要件｡(3)において同じ｡）を備えなければ、これをもって第三者に対抗することができな

いものとする。．

（3）動産譲渡担保権者が数人のために二以上の転動産譲渡担保権の設定をしたときは、こ

れらの転勤産譲渡担保権の設定を受けた者(以下｢転勤産嬢渡担保権者」という｡）の権

利の順位は、登記の前後によるものとする。

（4）転動産譲渡担保権の設定は、民法第467条の規定に従い、動産譲渡担保権の被担保債

権の債務者に転勤産譲渡担保権の設定を通知し、又は当該債務者がこれを承諾しなけれ

ば、これをもって当該債務者、保証人、動産譲渡担保権設定者及びこれらの者の承継人

に対抗することができないものとする。

（5）動産譲渡担保権の被担保債権の債務者が(4)の規定により通知を受け、又は承諾をした

ときは、転勤産謹渡担保権者の承諾を得ないでした弁済その他の債務を消滅させる事由

は、当該転動産譲渡担保権者に対抗することができないものとする。

（6）(5)の規定は、動産を目的とする根譲渡担保権について転勤産譲渡担保権の設定をした

場合において､根譲渡担保権の被担保債権の債務者が元本の確定前にした弁済その他の

債務を消滅させる事由については、適用しないものとする。

（7）転勤産譲渡担保権の設定の登記がされた場合において、転動産譲渡担保権の設定及び

その登記がされたことについて、転勤産譲渡担保権者が動産譲渡担保権の被担保債権の

債務者に登記事項証明書を交付して通知をしたときは、当該債務者について、(4)の規定

による通知があったものとみなすものとする。

13 動産譲渡担保権と抵当権との競合

（1）同一の農業用動産について動産譲渡担保権と抵当権とが競合する場合には、その順位

は､動産譲渡担保契約に基づく農業用動産の譲渡についての引渡しと抵当権の登記の前
後によるものとする。

(2)(1)の規定にかかわらず、占有改定で農業用動産の引渡しを受けることにより対抗要件

を備えた動産譲渡担保権は、抵当権に劣後するものとする。

（3）農業用動産を目的とする動産譲渡担保権が占有改定以外の方法で当該農業用動産の引

渡し（特例法第3条第1項の規定により引渡しがあったものとみなされる場合を除く｡）

を受けることにより対抗要件を備えたものであっても、その後に動産譲渡担保権設定者

が当該農業用動産を現に所持して占有したときは、(2)の規定の適用については、占有改
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定で引渡しを受けることにより対抗要件を備えたものとみなすものとする。

(4)同一の登録自動車について動産譲渡担保権と抵当権とが競合する場合には、その順位

は、登録の前後によるものとする。

第4 集合動産譲渡担保契約の効力

1 特定範囲所属動産を一体として目的とする動産譲渡担保契約

動産譲渡担保契約は、次に掲げる事項を指定することにより、将来において属する動産

を含むものとして定められた範囲（以下「動産特定範囲」という｡）によって特定された動

産（以下「特定範囲所属動産」という｡）を、一体として、その目的とすることができるも

のとする。

（1）譲渡担保動産の種類

（2）譲渡担保動産の所在場所その他の事項

2 集合動産譲渡担保権についての対抗要件の特例

（1）特定範囲所属動産を一体として目的とする動産譲渡担保契約（以下「集合動産譲渡担

保契約』という｡）に基づく動産譲渡担保権（以下「集合動産譲渡担保権」という｡）を

有する者（以下『集合動産譲渡担保権者」という｡）は、動産特定範囲に属する動産の全

部の引渡しを受けたときは、当該動産特定範囲に将来において属する動産（(2)において

「特定範囲加入動産」という｡）についても、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を

受ける権利を有することを第三者に対抗することができるものとする。 ．

（2）同一の動産について集合動産譲渡担保権と他の動産譲渡担保権（集合動産譲渡担保権

を除く｡）又は動産質権とが競合する場合において、当該他の動産譲渡担保権に係る動産

譲渡担保権当初設定者 (動産譲渡担保契約の当事者のうち譲渡担保動産を譲渡した者を

いう。以下同じ｡）又は当該動産質権を設定した者がその動産譲渡担保契約の締結又は当

該質権の設定の時点における当該集合動産譲渡担保権に係る動産譲渡担保権設定者以

外の者であるときは、(1)の特定範囲加入動産についての第3，6及び9の規定の適用に

ついては、集合動産譲渡担保権者が(1)の引渡しを受けた時又は当該特定範囲加入動産が

動産特定範囲に属した時のいずれか遅い時に引渡しを受けたものとみなすものとする。

3 集合動産譲渡担保権設定者による特定範囲所属動産の処分

（1）集合動産譲渡担保契約における動産譲渡担保権設定者（以下「集合動産溌渡担保権設

定者」という｡）は、特定範囲所属動産の処分をすることができるものとする。ただし、

集合動産譲渡担保権設定者が集合動産譲渡担保権者を害することを知ってしたときは、

処分の効力を生じないものとする。

（2）(1)本文にかかわらず、集合動産譲渡担保契約における別段の定めがあるときは、その

定めるところによるものとする。

（3）集合動産譲渡担保権設定者が、(1)ただし書に定める処分をし､ 又は(2)の別段の定めに

よる処分権限の範囲((4)及び5において「権限範囲」という｡）を超えて動産特定範囲に

属する動産の処分をした場合における民法第192条の規定の適用については､同条中｢善

意であり、かつ､ 過失がない」とあるのは､‘｢善意である」とするものとする。
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(4)集合動産譲渡担保権設定者が集合動産譲渡担保権者を害することを知って特定範囲所

属動産の処分をするおそれがあるとき、又は権限範囲を超えて特定範囲所属動産の処分

をするおそれがあるときは、集合動産譲渡担保権者は､その予防を請求することができ

るものとする。

4 動産の補充等による価値の維持義務

集合動産譲渡担保権設定者は、正当な理由がある場合を除き、動産特定範囲に属する動

産の補充その他の方法によって､特定範囲所属動産の一体としての価値を､集合動産譲渡

担保権者を害しないと認められる範囲を超えて減少することのないように維持しなければ

ならないものとする。

5 集合動産譲渡担保権に基づく物上代位

第2、7(1)の規定にかかわらず、集合動産譲渡担保権者は、集合動産嬢渡担保権設定者

が4の義務を履行することができると認められる間は、特定範囲所属動産の売却、賃貸、

滅失又は損傷によって集合動産譲渡担保権設定者が受けるべき金銭その他の物に対し、集

合動産譲渡担保権を行使することができないものとする。ただし、集合動産譲渡担保権設

定者が集合動産譲渡担保権者を害することを知ってした行為又は権限範囲を超えてした行

為によって受けるべき金銭その他の物に対しては、この限りでないものとする。

6 動産特定範囲に動産を属させる行為に関する詐害行為取消請求

集合動産譲渡担保権設定者が動産を動産特定範囲に属させた場合には、その動産を目的

とする担保の供与があったものとみなして、民法第424条の3の規定を適用するものとす

る。

第5 債権譲渡担保契約の効力

1 混同の特例

ある債権の債務者が債権譲渡担保契約に基づき当該債権の譲渡を受けた場合には､民法

第520条本文の規定にかかわらず､当該債権は消滅しないものとする。

2 譲渡担保債権の第三債務者の弁済等

（1）第三債務者は、債権譲渡担保契約に基づく債権の譲渡について債権譲渡担保権設定者

が民法第467条第1項の規定による通知をし､又は第三債務者が同項の規定による承諾
をした時より後に債権譲渡担保権者に対してした弁済その他の債務を消滅させる事由を

もって債権譲渡担保権設定者その他の第三者に対抗することができるものとする。この

場合において、債権譲渡担保権者は、被担保債権の弁済期が到来するまでは、債権譲渡

担保権設定者に対し、その受けた利益の価額に相当する金銭を支払うことを要しないも

のとする。

（2）(1)前段の場合において､被担保債権の弁済期が到来したときは､債権譲渡担保権者は、

債権譲渡担保権設定者に対し、その受けた利益の価額から被担保債権の額を控除した残

額を支払わなければならないものとする。
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(3)(2)の場合において、債権譲渡担保権設定者が、債権譲渡担保権当初設定者（債権譲渡

担保契約の当事者のうち譲渡担保債権を譲渡した者をいう。以下同じ｡）が有していた譲

渡担保債権についての権利を譲り受けた者であるとき（債権譲渡担保権者が当該債権譲

渡担保権設定者への譲渡を承諾していたときを除く｡）は､債権譲渡担保権者は、当該債

権譲渡担保権当初設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該債権

譲渡担保権者がそのいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該債権譲渡担保権者

が承諾した直近の譲渡を受けた者）に対する(2)の残額の支払の債務の弁済その他の当該

債務を消滅させる事由をもって当該債権譲渡担保権設定者その他の第三者に対抗するこ

とができるものとする。

(4)譲渡担保債権が金銭債権である場合において、被担保債権についての不履行が生ずる

前に当該譲渡担保債権の弁済期が到来したときは、債権譲渡担保権者は、第三債務者に

その弁済をすべき金額を供託させることができるものとする。この場合において、債権

譲渡担保権は、その供託金について存在するものとする。

(5) 譲渡担保債権が動産の引渡しを目的とするものである場合において、債権譲渡担保権

者が弁済としてその動産の引渡しを受けたときは、債権譲渡担保権者は、債権譲渡担保

権設定者との間で、その債権譲渡担保権の被担保債権を担保するため、その動産を目的

とする動産譲渡担保契約を締結したものとみなすものとする。この場合においては、(2)

及び第11，1(1)後段の規定は、適用しないものとする。

3 債権譲渡担保権の順位

同一の債権について数個の債権譲渡担保権が互いに競合する場合には、その債権譲渡担

保権の順位は、民法第467条第2項に規定する確定日付のある証書による通知又は承諾の

前後によるものとする。

4 債権譲渡担保権と債権を目的とする質権との競合

同一の債権について債権譲渡担保権と質権とが競合する場合には、その順位は、債権譲

渡担保契約に基づく債権の譲渡についての民法第467条第2項に規定する確定日付のある

証書による通知又は承諾と質権の設定についての同法第367条の規定によりその規定に従

うこととされる同法第467条第2項に規定する確定日付のある証書による通知又は承諾と

の前後によるものとする。

5 債権譲渡担保権の順位の変更

（1）債権譲渡担保権の順位は､ 各債権譲渡担保権者の合意によって変更することができる

ものとする。ただし、利害関係を有する者があるときは、その承諾を得なければならな

いものとする。

（2）(1)の規定による順位の変更は、特例法の定めるところに従いその登記をしなければ、

その効力を生じないものとする。

（3）(1)の規定による順位の変更は、当該順位の変更及びその順位の変更につき登記がされ

たことについて、いずれかの債権譲渡担保権者が譲渡担保債権の債務者に登記事項証明

書を交付して通知をし、又は当該債務者が承諾をしなければ、当該債務者に対抗するこ
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とができないものとする。

6 転債権譲渡担保

（1）債権譲渡担保権は、譲渡担保契約の目的とすることができるものとする。

（2）第3，12(2)から(7)までの規定は、譲渡担保契約に基づく債権譲渡担保権の譲渡（以下

この6において「転債権譲渡担保権の設定」という｡）について準用するものとするbこ

の場合において、第3，12(2)中「当該動産譲渡担保権の目的である動産が特例法第3条

第1項の規定による譲渡の登記をすることによってはその譲渡を第三者に対抗すること

ができないものである場合にあっては、当該動産」とあるのは「当該債権譲渡担保権の

目的である債権が特例法第4条第1項の規定による譲渡の登記をすることによっては当

該債権の譲渡を第三者に対抗することができないものである場合にあっては､当該債権」

と、第3，12(3)､(5)及び(7)中「転勤産譲渡担保権者」とあるのは｢転債権譲渡担保権者」

と読み替えるものとする。

（3）転債権譲渡担保権の設定は、民法第467条の規定に従い、譲渡担保債権の債務者に通

知をし、又は当該債務者がこれを承諾しなければ、これをもって当該債務者に対抗する

ことができないものとする。

(4)転債権譲渡担保権の設定の登記がされた場合において、転債権譲渡担保権の設定及び

その登記がされたことについて､転債権譲渡担保権の設定を受けた者が譲渡担保債権の
債務者に登記事項証明書を交付して通知をしたときは、当該債務者について､ (3)の規定

による通知があったものとみなすものとする。

第6 集合債権譲渡担保契約の効力

1 集合債権譲渡担保権設定者による債権特定範囲に属する債権の取立て

（1）譲渡担保債権の発生年月日の始期及び終期、発生原因その他の事項を指定することに

より将来において属する債権を含むものとして定められた範囲（以下「債権特定範囲」

という｡）によって特定された債権（以下「特定範囲所属債権」という,｡) を一括して目

的とする債権譲渡担保契約（以下「集合債権譲渡担保契約」という｡）における債権譲渡

担保権設定者（以下「集合債権譲渡担保権設定者」という｡）は、集合債権譲渡担保契約

に債権特定範囲に属する債権を取り立てることができる旨の定めがあるときは、当該債

権特定範囲に属する債権を取り立てることができるものとする。

（2）(1)の規定により集合債権譲渡担保権設定者が債権特定範囲に属する債権を取り立て

ることができるときは､ 第5，2(1)前段の場合において集合債権譲渡担保契約における

． 債権譲渡担保権（以下「集合債権譲渡担保権」という｡）を有する者（以下「集合債権譲

渡担保権者｣という｡）が受けた利益については、同後段の規定は､適用しないものとす

る。

2 集合動産譲渡担保契約の効力の規定の準用

(1)第4、4の規定は、1(1)の規定により債権特定範囲に属する債権を取り立てることが

できる集合債権譲渡担保権設定者について準用するものとする｡ この場合において、第

4、4中「特定範囲所属動産の－体としての」とあるのは『第6，1(1)に規定する特定
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範囲所属債権を一括した」と、「集合動産譲渡担保権者」とあるのは「同(2)に規定する集

合債権譲渡担保権者」と読み替えるものとするものとする。

② 第4、 6の規定は、集合債権譲渡担保権設定者が債権特定範囲に属する債権を発生さ

せた場合について準用するものとする。

第7 その他の財産を目的とする譲渡担保契約の効力

1 その他の財産を目的とする譲渡担保権の順位

同一のその他の財産について数個の譲渡担保権が互いに競合する場合には、その譲渡担

保権の順位は、当該財産の譲渡についての対抗要件を備えた時の前後によるものとする。

2 その他の財産を目的とする譲渡担保権と質権との競合

同一のその他の財産について譲渡担保権と質権とが競合する場合には、その順位は、当

該財産の譲渡についての対抗要件を備えた時と当該質権の設定についての対抗要件を備え

た時の前後によるものとする。

3 その他の財産を目的とする転溌渡担保

（1）その他の財産を目的とする譲渡担保権は、譲渡担保契約の目的とすることができるも

のとする。

（2）第3，12(2)から(6)までの規定は、譲渡担保契約に基づくその他の財産を目的とする譲

渡担保権の譲渡((3)において｢その他の財産を目的とする転譲渡担保権の設定｣という｡）

について準用するものとする。この場合において、第3，12(2)中「特例法の定めるとこ

ろに従いその登記（当該動産譲渡担保権の目的である動産が特例法第3第1項の規定に

よる譲渡の登記をすることによってはその譲渡を第三者に対抗することができないもの

である場合にあっては、当該動産の譲渡についての対抗要件。(3)において同じ｡)」とあ

るのは『当該その他の財産の譲渡についての対抗要件」と、同(3)中「登記」とあるのは

「当該その他の財産の譲渡についての対抗要件を備えた時｣と、同(3)及び(5)中「転勤産

譲渡担保権者」とあるのは「その他の財産の転譲渡担保権者」と読み替えるものとする

ものとする。

（3）その他の財産を目的とする転譲渡担保権の設定については、(1)及び②に規定するもの

のぼか、その性質に反しない限り、第5，6(3)の規定を準用するものとする。

4 債権譲渡担保契約の効力の規定の準用

その他の財産を目的とする譲渡担保契約の効力については、その性質に反しない限り、

この第7に定めるもののほか、第5（3から6までを除く｡）及び第6の規定を準用するも

のとする。

第8 適用除外

1 第3，5及び9から11まで並びに第4の規定は､登記又は登録をしなければ権利の得喪

及び変更を第三者に対抗することができない動産を目的とする動産譲渡担保契約について

は、適用しないものとする。
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2 第2，9(9)から01)まで、第3，7及び第5、5の規定は、特例法第3条第1項又は第4

条第1項の規定による譲渡の登記をすることによってはその譲渡を第三者に対抗すること

ができない財産を目的とする嬢渡担保契約については、適用しないものとする。

動産譲渡担保権の実行

動産譲渡担保権の帰属清算方式による実行

(1)動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった後に動産譲渡担保権者が動産譲

渡担保権設定者に対して次に掲げる事項の通知（以下「帰属清算の通知｣という｡）をし

たときは、当該被担保債権は、帰属清算の通知の日から2週間を経過した時又は当該動

産譲渡担保権者が譲渡担保動産の引渡し（占有改定による場合を除く｡､以下この(1)及び

2(1)において同じ｡）を受けた時のいずれか早い時(帰属清算の通知の後その時までの間

に当該動産譲渡担保権についてその実行の手続の一時の停止を命ずる旨を記載した裁判

又はその実行を一時禁止する裁判があった場合にあっては、その時又は当該裁判が効力

を失った時のいずれか遅い時、当該動産譲渡担保権者が帰属清算の通知をする前に譲渡

担保動産の引渡しを受けてその占有を継続している場合にあっては、帰属清算の通知の

時｡.以下「帰属清算時」という｡）に、帰属清算時における譲渡担保動産の価額の限度に

おいて消滅するものとする。

ア 譲渡担保動産をもって被担保債権の弁済に充てること。

イ 帰属清算時における譲渡担保動産の見積価額及びその算定根拠
ウ 帰属清算時における被担保債権の額

(2)(1)イの譲渡担保動産の見積価額は、合理的な方法により算出したものでなければなら

ないものとする。

(3)動産譲渡担保権設定者が、動産譲渡担保権当初設定者が有していた譲渡担保動産につ

いての権利を譲り受けた者であるとき(動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権設定者

への譲渡を承諾していたときを除く｡）は､動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権当初

設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該動産譲渡担保権者がそ

のいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該動産譲渡担保権者が承諾した直近の

譲渡を受けた者）に対してした帰属清算の通知は、当該動産譲渡担保権設定者に対して

したものとみなすものとする。

(4)動産譲渡担保権者は、帰属清算時における譲渡担保動産の価額が帰属清算時における

被担保債権の額を超えるときは､その差額に相当する金銭(以下｢帰属清算金｣という｡）

を動産譲渡担保権設定者に支払わなければならないものとする。この場合において、当

該動産譲渡担保権設定者が､ 動産譲渡担保権当初設定者が有していた譲渡担保動産につ

いての権利を譲り受けた者であるとき（当該動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権設

定者への譲渡を承諾していたときを除く｡）は、当該動産譲渡担保権者は、当該動産譲渡

担保権当初設定者（当該権利について順次二以上の嬢渡がされ、かつ、当該動産譲渡担

保権者がそのいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該動産譲渡担保権者が承諾

した直近の譲渡を受けた者）に対する帰属清算金の支払の債務の弁済その他の当該債務

を消滅させる事由をもって当該動産譲渡担保権設定者その他の第三者に対抗することが

できるものとする。

第9

1
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(5)民法第533条の規定は、帰属清算金の支払の債務（(1)イの見積価額が同ウの被担保債

権の額を超える場合のその差額が帰属清算金の額に満たないときは、当該差額に相当す

る部分に限る｡(6)において同じ｡）と譲渡担保動産の引渡しの債務の履行について準用す

るものとする。

(6)動産譲渡担保権設定者は、帰属清算金の支払の債務の弁済を受けるまで､謹渡担保動

産を留置することができるものとする。

2 動産譲渡担保権の処分清算方式による実行

（1）動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった後に動産譲渡担保権者が第三者

に対して譲渡担保動産の譲渡(以下「処分清算譲渡」という｡）をしたときは、当該被担

保債権は、(2)の規定による通知の日から2週間を経過した時又は当該動産譲渡担保権者

若しくは処分清算譲渡を受けた第三者が譲渡担保動産の引渡しを受けた時のいずれか早

い時（処分清算譲渡の後その時までの間に当該動産譲渡担保権についてその実行の手続

の一時の停止を命ずる旨を記載した裁判又はその実行を一時禁止する裁判があった場合

にあっては、その時又は当該裁判が効力を失った時のいずれか遅い時、当該動産譲渡担

保権者が処分清算譲渡をする前に譲渡担保動産の引渡しを受けてその占有を継続してい

る場合にあっては、処分清算譲渡の時。以下「処分清算時jという｡）に、処分清算時に

おける譲渡担保動産の価額の限度において消滅するものとする｡

（2）動産譲渡担保権者は、処分清算譲渡をしたときは、遅滞なく、動産譲渡担保権設定者

に対し、次に掲げる事項を通知しなければならないものとする。

ア 処分清算譲渡をしたこと。

イ 処分清算時における譲渡担保動産の見積価額及びその算定根拠

、ウ 処分清算時における被担保債権の額

（3）(2)イの譲渡担保動産の見積価額は、合理的な方法により算出したものでなければなら

ないものとする。

（4）動産譲渡担保権設定者が、動産譲渡担保権当初設定者が有していた譲渡担保動産につ

いての権利を譲り受けた者であるとき（動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権設定者

への譲渡を承諾していたときを除く｡）は､動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権当初

設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該動産譲渡担保権者がそ

のいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該動産譲渡担保権者が承諾した直近の

譲渡を受けた者）に対してした(2)の規定による通知は、当該動産譲渡担保権設定者に対

してしたものとみなすものとする。

（5）動産譲渡担保権者は、処分清算時における譲渡担保動産の価額が処分清算時における

被担保債権の額を超えるときは､その差額に相当する金銭(以下｢処分清算金｣という｡）

・ を動産譲渡担保権設定者に支払わなければならないものとする。この場合において、当

該動産譲渡担保権設定者が、動産譲渡担保権当初設定者が有していた譲渡担保動産につ

いての権利を譲り受けた者であるとき（当該動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権設

定者への譲渡を承諾していたときを除く｡）は、当該動産譲渡担保権者は、当該動産譲渡

担保権当初設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該動産譲渡担

保権者がそのいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該動産譲渡担保権者が承諾
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した直近の譲渡を受けた者）に対する処分清算金の支払の債務の弁済その他の当該債務

を消滅させる事由をもって当該動産譲渡担保権設定者その他の第三者に対抗することが

できるものとする。

(6)民法第533条の規定は、処分清算金の支払の債務（(2)イの見積価額が同ウの被担保債

権の顎を超える場合のその差額が処分清算金の額に満たないときは、当該差額に相当す

る部分に限る｡(7)において同じ｡）と譲渡担保動産の引渡しの債務の履行について準用す

るものとする。

(7) 動産譲渡担保権設定者は、処分清算金の支払の債務の弁済を受けるまで、譲渡担保動

産を留置することができるものとする。

3 後順位の動産譲渡担保権者による実行

（1） 後順位の動産譲渡担保権者(他の動産譲渡担保権に劣後する動産譲渡担保権を有する

動産譲渡担保権者をいう。以下同じ｡）がした帰属清算の通知又は処分清算譲渡は、当該

後順位の動産譲渡担保権者が有する動産譲渡担保権に優先する動産譲渡担保権を有する

動産譲渡担保権者(転勤産譲渡担保権者が取得した権利を有する者を含む｡) の全員の同

意を得なければ、その効力を生じないものとする。

（2）後順位の動産譲渡担保権者が(1)の同意を得て帰属清算の通知又は処分清算譲渡をした

場合における1及び2の規定の適用については、1 11)中「当該被担保債権は」とあるの

は「当該動産譲渡担保権及びこれに優先する動産譲渡担保権の各被担保債権は、その順

位に従って」と、同ア及びウ中「被担保債権」とあるのは「各被担保債権」と、同(4)中

「被担保債権の額」とあるのは『(1)の各被担保債権の合計額」と、同(5)中「被担保債権

の額」とあるのは「各被担保債権の合計額」と、2(1)中「当該被担保債権は」とあるの

は「当該動産溌渡担保権及びこれに優先する動産譲渡担保権の各被担保債権は､その順

位に従って」と、同(2)ウ中「被担保債権」とあるのは「(1)の各被担保債権」と、同(5)中

「被担保債権の額」とあるのは『(1)の各被担保債権の合計額｣と、同(6)中『被担保債権

の額』とあるのは「各被担保債権の合計額」とするものとする。

（3）(2)に規定する場合において、各動産譲渡担保権の被担保債権の消滅すべき順位又は額

について当該各動産譲渡担保権を有する動産譲渡担保権者（転動産譲渡担保権者が取得

した権利を有する者を含む｡）間に合意が成立し、かつ、後順位の動産譲渡担保権者が帰

属清算時又は処分清算時以前に債務者及び動産譲渡担保権設定者に対してその合意の内

” 容を通知したときは､(2)の規定により読み替えて適用する1(1)又は2(1)の規定にかかわ
らず、各動産譲渡担保権の被担保債権は､ その合意された順位又は額に従って消滅する

ものとする。

（4）動産譲渡担保権設定者が、動産譲渡担保権当初設定者が有していた譲渡担保動産につ

いての権利を譲り受けた者であるとき（動産嬢渡担保権者が当該動産譲渡担保権設定者

への譲渡を承諾していたときを除く｡）は､動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権当初

設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該動産譲渡担保権者がそ

のいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該動産譲渡担保権者が承諾した直近の

譲渡を受けた者）に対してした(3)の規定による通知は、当該動産譲渡担保権設定者に対

してしたものとみなすものとする。
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(5)(1)の同意をした動産譲渡担保権者が有する動産譲渡担保権の被担保債権で確定期限の

到来していないものは、(2)の規定により読み替えて適用する1(1)若しくは2(1)又は(3)の

規定の適用については、弁済期が到来したものとみなすものとする。

(6)(5)の被担保債権が無利息であるときは、帰属清算時又は処分清算時から(5)の確定期限

までの帰属清算時又は処分清算時における法定利率による利息との合算額力《その被担保

債権の額となるべき元本額をその被担保債権の額とみなすものとする。

4 帰属清算方式又は処分清算方式による実行に必要な行為の受忍義務

動産謹渡担保権の被担保債権について不履行があった場合において、動産譲渡担保権者

が帰属清算の通知又は処分清算譲渡に必要な行為をしようとするときは、動産譲渡担保権

設定者はへこれを拒むことができないものとする。

5 動産譲渡担保権者による他の動産譲渡担保権者等に対する通知

（1）動産譲渡担保契約に基づく動産の譲渡につき動産譲渡登記（特例法第3条第2項に規

定する動産譲渡登記をいう｡以下同じ｡)がされた動産譲渡担保権の動産譲渡担保権者は、

その被担保債権について不履行があり、かつ､譲渡担保動産の引渡し（占有改定による

場合を除く。以下この(1)において同じ｡）を受けたとき（譲渡担保動産の引渡しに先立っ

て帰属清算の通知又は処分清算譲渡をした場合にあっては､ 帰属清算の通知又は処分情

算譲渡をしたとき）は、遅滞なく、その時にその動産譲渡登記の競合担保登記目録(第

24，2(3)アの競合担保登記目録をいう｡)に特定事項(同ウに規定する特定事項をいう｡）

が記録されている他の動産譲渡登記又は所有権留保登記（同3(1)に規定する所有権留保

登記をいう｡）において動産譲渡担保権者又は留保売主等として登記されている全ての

者（転譲渡担保権者又は留保所有権を目的とする譲渡担保権の設定を受けた者が登記さ

れている場合にあっては、当該転譲渡担保権者又は留保所有権を目的とする譲渡担保権

の設定を受けた者を含む｡）に対し、その旨を通知しなければならないものとする。

（2）(1)の規定による通知は、通知を受ける者の動産譲渡登記ファイル（特例法第7条第1

項に規定する動産譲渡登記ファイルをいう。以下同じ｡)上の住所又は事務所に宛てて発

すれば足りるものとする。

6 清算金の支払に関する処分の禁止

（1）帰属清算金又は処分清算金の支払を目的とする債権については、帰属清算時又は処分

清算時までは、譲渡その他の処分をすることができないものとする。 ．

（2）帰属清算時又は処分清算時の前にされた帰属清算金又は処分清算金の支払の債務の弁

済その他の当該債務を消滅させる事由は、これをもって帰属清算の通知又は処分清算譲

渡をした動産譲渡担保権者が有する動産譲渡担保権に劣後する先取特権、質権又は動産

譲渡担保権を有する者に対抗することができないものとする。

第10集合動産嬢渡担保権の実行

1 集合動産譲渡担保権の実行

（1）集合動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった場合において､集合動産譲
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渡担保権者が帰属清算の通知又は処分清算譲渡をしようとするときは、その旨を集合動

産譲渡担保権設定者に通知しなければならないものとする｡

(2)(1)の規定による通知をした集合動産譲渡担保権者が有する集合動産譲渡担保権及び当

該集合動産譲渡担保権に競合する集合動産譲渡担保権は、当該通知が集合動産譲渡担保

権設定者に到達した後に、当該通知をした集合動産譲渡担保権者が有する集合動産譲渡

担保権に係る動産特定範囲（(3)及び(4)において「実行対象動産特定範囲」という｡）に属

するに至った動産には及ばないものとする。

(3)(1)の規定による通知が集合動産譲渡担保権設定者に到達したときは、当該集合動産譲

渡担保権設定者は、第4､ 3(1)本文及び(2)の規定にかかわらず、実行対象動産特定範囲

に属する動産((2)の規定により集合動産譲渡担保権が及ばない動産を除く｡）の処分をす

ることができないものとする。

(4)(1)の規定による通知が到達した時に実行対象動産特定範囲に属していた動産と外形上

区別することができる状態で保管する方法により分別して管理されていない動産は、当

該通知が到達した時に当該実行対象動産特定範囲に属していたものと推定するものとす

る。

(5)集合動産譲渡担保権者が、(1)の規定による通知において、その集合動産嬢渡担保権に

係る動産特定範囲を更に第4、1に掲げる事項を指定することにより限定し、その限定

された範囲に属する動産についてのみ帰属清算の通知又は処分清算譲渡をしようとする

旨を示したときは、(1)の規定による通知の効力は、その定められた範囲にのみ生ずるも

のとする。

(6)(2)の規定に反する特約は、無効とするものとする。

2 後順位の集合動産譲渡担保権者による実行

複数の集合動産譲渡担保契約の動産特定範囲が重複するときは、後順位の集合動産譲渡

担保権者（その重複する部分につき他の集合動産譲渡担保権に劣後する集合動産譲渡担保

権を有する集合動産譲渡担保権者をいう。以下この2において同じ｡)がした1(1)の規定に

よる通知は、その重複する部分につき当該後順位の集合動産譲渡担保権者が有する集合動

産譲渡担保権に優先する集合動産譲渡担保権を有する集合動産譲渡担保権者（転動産譲渡

担保権者が取得した権利を有する者を含む｡）の全員の同意を得なければ､当該重複する部

分については、その効力を生じないものとする。

3 通知の撤回

（1） 1(1)の規定による通知をした集合動産譲渡担保権者は、集合動産譲渡担保契約の動産

特定範囲に属する動産の全部又は－部について帰属清算の通知又は処分清算譲渡をする

までの間は、集合動産譲渡担保権設定者の承諾を得て、1(1)の規定による通知を撤回す

ることができるものとする。

（2）(1)の規定による通知の撤回は、当該通知が到達した時に遡ってその効力を生ずるもの

とする。ただし、第三者の権利を害することはできないものとする。
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4 集合動産譲渡担保権者による動産特定範囲に属する動産に対する差押え等

（1）集合動産譲渡担保権者が集合動産譲渡担保権に基づいて次のアからウまでに掲げる行

為をしたときは、当該集合動産譲渡担保権は、当該アからウまでに定める動産には及ば

ないものとする。当該集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲と他の集合動産譲渡担保

権に係る動産特定範囲が重複する場合における当該他の集合動産譲渡担保権についても、

同様とするものとする。

ア 担保権の実行としての競売による差押え 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲

所属動産のうち当該差押えの後に当該差押えの場所に存することとなった動産

イ 強制執行、一般の先取特権に基づく担保権の実行としての競売又は担保権の実行と

しての競売の例による競売（以下このイ及び5(1)イにおいて「強制執行等」という｡）

における配当要求 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち当該配当

要求の後に当該強制執行等による差押えの場所に存することとなった動産

ウ 第15，2(1)イ若しくはウに掲げる保全処分を命ずる決定又は同3(1)の規定による引

渡命令の執行当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち当該執行の後

に当該執行の場所に存することとなった動産

(2)集合動産譲渡担保権者が集合動産譲渡担保権に基づいて(1)アからウまでに掲げる行為

をしたとき（同イに掲げる行為をした場合にあっては、集合動産譲渡担保権設定者が当

該行為があったことを知ったとき）は、集合動産譲渡担保権設定者は、第4，3(1)本文

及び(2)の規定にかかわらず、当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち当

該(1)アからウまでの場所に存する動産（(1)の規定により集合動産譲渡担保権が及ばない

動産を除く｡）の処分をすることができないものとする。

（3）集合動産譲渡担保権者が集合動産譲渡担保権に基づいて(1)アからウまでに掲げる行為

をした時（同イに掲げる行為をした場合にあっては、集合動産譲渡担保権設定者が当該

行為があったことを知った時) に当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のう

ち当該(1)アからウまでの場所に存していた動産と外形上区別することができる状態で保

管する方法により分別して管理されていない動産は、当該行為があった時（同イに掲げ

る行為があった場合にあっては､ 集合動産譲渡担保権設定者が当該行為があったことを

知った時）に当該(1)アからウまでの場所に存していたものと推定するものとする。

（4）（1）ア若しくはイに規定する差押え又は同ウに規定する執行が取り消されたときは、('）

から(3)までの規定の適用については、当該差押え又は執行はなかったものとみなすもの

とする。ただし、第三者の権利を害することはできないものとする。

（5）(1)の規定に反する特約は、無効とするものとする。

5 集合動産譲渡担保権者以外の者による動産特定範囲に属する動産に対する差押え等

（1）集合動産譲渡担保権は、次のアからウまでに掲げる事由があったときは、当該アから

ウまでに定める動産には及ばないものとする。当該集合動産譲渡担保権に係る動産特定

範囲と他の集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲が重複する場合における当該他の集

合動産譲渡担保権についても、同様とするものとする。

ア 当該集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲に属する動産に対する担保権の実行と

しての競売(集合動産譲渡担保権又は一般の先取特権に基づくものを除く｡）による差
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押え 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち当該差押えの後に当該

差押えの場所に存することとなった動産

イ 当該集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲に属する動産を目的とする強制執行等

における特別の先取特権、質権又は動産譲渡担保権（集合動産譲渡担保権を除く｡) に

基づく配当要求 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち当該配当要

求の後に当該強制執行等による差押えの場所に存することとなった動産

ウ 当該集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲に属する動産を目的とする第15，2(1)

イ若しくはウに掲げる保全処分を命ずる決定（集合動産譲渡担保権に基づくものを除

く｡）又は同3(1)の規定による引渡命令（集合動産譲渡担保権に基づくものを除く｡）

の執行 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち当該執行の後に当該

執行の場所に存することとなった動産

(2)4(2)、(3)、(4)本文及び(5)の規定は、(1)の場合について準用するものとする。

6集合動産譲渡担保権者による超過分の金銭の組入義務等

（1）第2，7(1)若しくは(3)､第9、1(1)若しくは2(1)の規定により､ 又は民事執行法第139

条第1項若しくは第2項若しくは第142条（これらの規定を同法第192条（同法第195

条の規定によりその例によることとされる場合を含む｡)において準用する場合を含む｡）

の規定による配当若しくは弁済金の交付により集合動産譲渡担保権の被担保債権の全部

又は－部が消滅し、かつ、その消滅した額が次に掲げる額のうちいずれか大きい方の額

を超える場合において、集合動産譲渡担保権設定者について破産手続開始の決定（破産

法第216条第1項の規定による破産手続廃止の決定がされた場合を除く｡)、再生手続開

始の決定、更生手続開始の決定又は特別清算開始の命令があったときは、集合動産譲渡

担保権者は､その超える額に相当する金銭((3)及び(4)において｢超過分の金銭｣という｡）

を破産財団､再生債務者財産(民事再生法第12条第1項第1号に規定する再生債務者財

産をいう｡)､更生会社財産(会社更生法第2条第14項に規定する更生会社財産をいう｡）

又は清算株式会社の財産に組み入れなければならないものとする。ただし、当該集合動

産譲渡担保権の被担保債権が消滅した日から1年を経過した日以後に破産手続開始、再

生手続開始､更生手続開始又は特別清算開始の申立てがあったときは、この限りでない

ものとする。

ア 集合動産譲渡担保権の目的である動産の評価額に10分の9を乗じた額

イ 当該集合動産譲渡担保権の実行の費用並びに最も優先する集合動産譲渡担保権の被

担保債権の元本の合計額

（2）(1)の場合において、集合動産譲渡担保権が複数あるときは、各集合動産譲渡担保権者

は、その集合動産譲渡担保権の被担保債権が消滅した額を限度として、次のア及びｲに

定めるところにより、(1)の義務を負担するものとする。

ア 順位を異にする集合動産譲渡担保権があるときは、劣後する集合動産譲渡担保権に

係る集合動産譲渡担保権者が先に負担する。

イ 順位を同じくする集合動産譲渡担保権が複数あるときは、各集合動産譲渡担保権者

が、その集合動産譲渡担保権の被担保債権の価額の割合に応じて負担する。

（3）集合動産譲渡担保権者は、超過分の金銭の支払について､ 相殺をもって債権者に対抗
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することができないものとする。

(4)(1)の場合には、超過分の金銭に相当する金額の被担保債権は、消滅しなかったものと

みなすものとする。

(5)集合動産譲渡担保権設定者又はその債権者は､ (1)の義務の履行を確保するため必要が

あるときは、集合動産嬢渡担保権者に対して相当の担保を請求することができるものと

する｡

第11 債権譲渡担保権の実行

1 債権譲渡担保権者による債権の取立て

（1）債権譲渡担保権者は、被担保債権について不履行があったときは、譲渡担保債権を直

接に取り立てることができるものとする。この場合において、債権譲渡担保権者の受け

た利益の価額が被担保債権の額を超えるときは､その差額に相当する金銭を債権譲渡担
保権設定者に支払わなければならないものとする。

（2）(1)後段の場合において、債権譲渡担保権設定者が、債権譲渡担保権当初設定者が有し

ていた譲渡担保債権についての権利を譲り受けた者であるとき（債権譲渡担保権者が当

該債権嬢渡担保権設定者への譲渡を承諾していたときを除く ｡）は、債権譲渡担保権者

は､当該債権譲渡担保権当初設定者(当該権利について順次二以上の譲渡がされ､かつ、

当該債権譲渡担保権者がそのいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該債権譲渡

担保権者が承諾した直近の譲渡を受けた者）に対する(1)後段の差額に相当する金銭の支

払の債務の弁済その他の当該債務を消滅させる事由をもって債権譲渡担保権設定者そ

の他の第三者に対抗することができるものとする。

2 債権譲渡担保権の帰属清算方式又は処分清算方式による実行

第9、1（(5)及び(6)を除く｡)、同2（(6)及び(7)を除く｡）及び同6の規定は､債権譲渡担

保権について準用するものとする。この場合において、同1(1)中「経過した時又は当該動

産譲渡担保権者が譲渡担保動産の引渡し（占有改定による場合を除く。以下この(1)及び2

(1)において同じ｡）を受けた時のいずれか早い時」とあるのは「経過した時」と、「いずれ

か遅い時、当該動産譲渡担保権者が帰属清算の通知をする前に譲渡担保動産の引渡しを受

けてその占有を継続している場合にあっては、帰属清算の通知の時」とあるのは「いずれ

か遅い時」と、同2(1)中「経過した時又は当該動産譲渡担保権者若しくは処分清算譲渡を

受けた第三者が譲渡担保動産の引渡しを受けた時のいずれか早い時」とあるのは「経過し

た時」と、「いずれか遅い時、当該動産譲渡担保権者が処分清算譲渡をする前に譲渡担保動

産の引渡しを受けてその占有を継続している場合にあっては､処分清算譲渡の時」とある
のは「いずれか遅い時」と読み替えるものとする。

第12 集合債権譲渡担保権の実行

1 集合債権譲渡担保権の実行

集合債権譲渡担保権の被担保債権について不履行があった場合において、集合債権譲渡

担保権者が集合債権譲渡担保権設定者に対して特定範囲所属債権について第11，1(1)前段

の規定による取立て、同2において準用する第9，1(1)に規定する帰属清算の通知又は第
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11，2において準用する第9，2(1)に規定する処分清算譲渡をしようとする旨を通知した

ときは、集合債権譲渡担保権設定者は、債権特定範囲に属する債権を取り立てることがで

きないものとする。ただし、第三債務者にもその旨を通知しなければ、これをもって第三
債務者に対抗することができないものとする。

2 集合債権譲渡担保権者による超過分の金銭の組入義務等

第10，6の規定は、第2、7(1)若しくは(3)、第11，1 (1)前段又は2において準用する第

9，1(1)若しくは2(1)の規定により集合債権譲渡担保権の被担保債権の全部又は一部が消

滅した場合について準用するものとする。この場合において、第10，6(1)中「その消滅し

た額」とあるのは『その消滅した額(集合債権譲渡担保椿設定者について再生手続開始の

決定又は更生手続開始の決定があった場合において、第16、9 (2)ただし書に規定するとき

にあっては､再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定までに消滅した額に限る｡)｣と、

「集合動産譲渡担保権者」とあるのは「集合債権譲渡担保権者」と、同ア中「動産の」と

あるのは「債権（集合債権譲渡担保権設定者について再生手続開始の決定又は更生手続開

始の決定があった場合において、第16，9(2)ただし書に規定するときにあっては、再生手

続開始の決定又は更生手続開始の決定までに発生したものに限る｡）の」と、同(2)､(3)及び

(5)中「集合動産譲渡担保権者」とあるのは「集合債権譲渡担保権者」と読み替えるものと

する。

第13 その他の財産を目的とする譲渡担保権の実行

1 その他の財産を目的とする譲渡担保権の実行については、その性質に反しない限り、第

11及び第12の規定を準用するものとする。

2 1の譲渡担保権のうち取引所の相場その他の市場の相場がある商品を目的とするものの

帰属清算方式又は処分清算方式による実行については、帰属清算の通知又は処分清算譲渡

の時に被担保債権が消滅するものとする。

第14 強制執行等の特例

1 動産譲渡担保権者による配当要求等及び動産競売の申立て

（1）動産譲渡担保権者による配当要求及び動産譲渡担保権者に対する配当又は弁済金の交

付については、動産譲渡担保権を質権とみなして、民事執行法第133条及び第141条第

1項（第4号に係る部分に限る｡）（これらの規定を同法第192条（同法第195条の規定

によりその例によることとされる場合を含む。以下この(1)において同じ｡）において準用

する場合を含む｡)並びに同法第142条第2項(同法第192条において準用する場合を含

む｡）において準用する同法第91条第1項（第4号に係る部分に限る｡）の規定を適用す

るものとする。

（2）動産譲渡担保権者による担保権の実行としての競売の申立てについては、動産譲渡担

保権を質権とみなして、民事執行法第190条の規定を適用するものとする。この場合に

おいて、同条第1項第3号中「債務者」とあるのは「債務者又は当該動産の所有者（以

下この条において「債務者等」という｡)」と、同条第2項ただし書中「第123条第2項

に規定する場所又は容器」とあるのは「債務者等の住居その他債務者等の占有する場所
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又は債務者等の占有する金庫その他の容器」と、同条第3項中｢債務者』とあるのは｢債

務者等」とするものとする。

2 動産譲渡担保権者による第三者異議の訴え ‘

動産譲渡担保権者は、動産譲渡担保権設定者を債務者又は動産の所有者として、譲渡担

保動産に対する強制執行又は当該動産譲渡担保権者が有する動産譲渡担保権に劣後する

先取特権、質権若しくは動産譲渡担保権に基づく担保権の実行としての競売による差押え

があったときは､民事執行法第38条第1項(同法第194条において準用する場合を含む。

以下この2において同じ｡）に規定する第三者異議の訴えを提起することができるものと

する。ただし、その売得金の額が執行費用のうち共益費用であるもの、被担保債権及びこ

れに優先する債権のうち配当要求があったものの額の合計額以上となる見込みがあると

きは、同項に規定する第三者異議の訴えを提起することができないものとする。

3 売却に伴う動産譲渡担保権の消滅

譲渡担保動産につき強制執行、担保権の実行としての競売（その例による競売を含む｡）

又は企業担保権の実行手続が行われたときは、動産譲渡担保権は、当該譲渡担保動産の売

却によって消滅するものとする。

動産譲渡担保権の実行のための裁判手続

通則

第15に規定する裁判手続に関する通則として、所要の規定を整備するものとする。

第15

1

2 動産譲渡担保権の実行のための保全処分

（1）裁判所は、動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった場合において、債務

者、動産嬢渡担保権設定者又は譲渡担保動産の占有者（債務者及び動産議渡担保権設定

者を除く。以下この2において同じ｡）が、価格減少行為等（譲渡担保動産の価格を減少

させ、又は譲渡担保動産の引渡しを困難にする行為をいう。以下この(1)において同じ｡）

をし、又は価格減少行為等をするおそれがあるときは、動産譲渡担保権者又は処分清算

譲渡を受けた第三者（以下この(1)及び7において「動産譲渡担保権者等」という｡）の申

立てにより､当該動産譲渡担保権者等が譲渡担保動産の引渡しを受けるまでの間、次に

掲げる保全処分又は公示保全処分（執行官に、当該保全処分の内容を、譲渡担保動産又

はその容器に公示書を貼付する方法、謹渡担保動産の所在する場所に公示書その他の標

識を掲示する方法その他の方法により公示させることを内容とする保全処分をいう。以

下同じ｡）を命ずることができるものとする。ただし、当該価格減少行為等による価格の

減少の程度、引渡しを困難にする程度又はそのおそれの程度が軽微であるときは、この

限りでないものとする。

ア 当該価格減少行為等をし、又はそのおそれがある者に対し、当該価格減少行為等を

禁止し、又は一定の行為をすることを命ずる保全処分（裁判所が必要があると認める

場合にあっては、保全処分及び公示保全処分）

イ 次に掲げる事項を内容とする保全処分（裁判所が必要があると認める場合にあって
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は、保全処分及び公示保全処分）

（ア）当該価格減少行為等をし、又はそのおそれがある者に対し、譲渡担保動産に対す

る占有を解いて執行官に引き渡すことを命ずること。

（イ）執行官に譲渡担保動産の保管をさせること。

ウ 次に掲げる事項を内容とする保全処分及び公示保全処分

（ア）イ（ア）及び（イ）に掲げる事項

（イ）イ（ア）に規定する者に対し､譲渡担保動産の占有の移転を禁止することを命じ、

及び当該譲渡担保動産の使用を許すこと。

(2)(1)イ又はウに掲げる保全処分は、次のア及びイに掲げる場合のいずれかに該当すると

きでなければ、命ずることができないものとする。

ア 債務者又は動産譲渡担保権設定者が譲渡担保動産を占有する場合

イ 譲渡担保動産の占有者の占有の権原が(1)の規定による申立てをした者に対抗するこ

とができない場合

(3)裁判所は、申立人が(1)の保全処分を命ずる決定の告知を受けた日から1月以内に次の

アからエまでに掲げる事項のいずれかを証する文書又は電磁的記録を提出しないときは、

相手方又は動産譲渡担保権設定者の申立てにより、その決定を取り消さなければならな

いものとする。

ア 帰属清算の通知をしたこと。

イ 処分清算譲渡をしたこと。

ウ 3(1)に規定する引渡命令の申立てをしたこと。

エ 民事執行法第190条第1項に規定する動産を目的とする担保権の実行としての競売

（(4)並びに3(3)及び(4)において「動産競売」という｡）の申立てをしたこと。

(4)(3)ウ又はエに掲げる事項を証する文書又は電磁的記録が提出された後に、その申立て

が取り下げられ、又は却下された場合には、その文書又は電磁的記録を提出しなかった

ものとみなすものとする。同ウの引渡命令又は同エの動産競売による差押えが取り消さ

れた場合も、同様とするものとする。

(5)裁判所は、譲渡担保動産の占有者に対し(1)の規定による決定をする場合において、必

要があると認めるときは､その者を審尋しなければならないものとする6

(6)裁判所が(1)の規定による決定をするときは、申立人に担保を立てさせることができる

ものとする。ただし、(1)イに掲げる保全処分については、申立人に担保を立てさせなけ

れば、(1)の規定による決定をしてはならないものとする。

(7)事情の変更があったときは、裁判所は、申立てにより、(1)の規定による決定を取り消

し、又は変更することができるものとする。

(8)(1)、(3)又は(7)の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができるもの

とする。

(9)(8)の即時抗告((1)の申立てについての裁判に対するものに限る｡）は、執行停止の効力

を有しないものとする。

側(3)又は(7)の規定による決定は、確定しなければその効力を生じないものとする。

01）(1)イ又はウに掲げる保全処分又は公示保全処分を命ずる決定は、申立人に告知された

日から2週間を経過したときは、執行してはならないものとする。
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側01)に規定する決定は、相手方に送達される前であっても、執行することｶﾐできるもの

とする。 ，

3 動産譲渡担保権の実行のための引渡命令

（1）裁判所は、動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった場合において、動産

譲渡担保権者が帰属清算の通知又は処分清算譲渡をするために必要があるときは、当該

動産譲渡担保権者が帰属清算の通知又は処分清算譲渡をするまでの間、当該動産譲渡担

保権者の申立てにより、担保を立てさせて、動産譲渡担保権設定者又は譲渡担保動産の

占有者（動産譲渡担保権設定者を除く。(2)及び4(1)において同じ｡）に対し、譲渡担保動

産を当該動産譲渡担保権者に引き渡すべき旨を命ずることができるものとする｡ただし、

当該動産譲渡担保権者に対抗することができる権原により占有していると認められる者

（債務者を除く｡）に対しては、この限りでないものとする。

（2 裁判所は、(1)の規定による決定をする場合において、帰属清算金又は処分清算金が生

ずることが見込まれるときは、その担保をも立てさせなければならないものとする。た

だし、(1)の申立てが譲渡担保動産の占有者に対するものであるときは、この限りでない

ものとする。

（3）裁判所は、申立人が(1)の規定による決定の告知を受けた日から1月以内に次のアから

ウまでに掲げる事項のいずれかを証する文書又は電磁的記録を提出しないときは、相手

方又は動産譲渡担保権設定者の申立てにより、その決定を取り消さなければならないも

のとする。

ア 帰属清算の通知をしたこと。

イ 処分清算譲渡をしたこと。

ウ 動産競売の申立てをしたこと。〃

（4）(3)ウに掲げる事項を証する文書又は電磁的記録が提出された後に、その申立てが取り

下げられ、又は却下された場合には、その文書又は電磁的記録を提出しなかったものと

みなすものとする。同ウの動産競売による差押えが取り消された場合も、同様とするも

のとする。

（5）裁判所は、(1)の規定による決定をする場合には、相手方を審尋しなければならないも．

のとする。

(6)(1)又は(3)の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができるものとす

る。

（7）(1)又は(3)の規定による決定は、確定しなければその効力を生じないものとする。

4 動産譲渡担保権の実行後の引渡命令

（1）裁判所は、帰属清算時又は処分清算時の後、帰属清算の通知若しくは処分清算譲渡を

した動産謹護担保権者又は処分清算譲渡を受けた第三者(以下この(1)及び(2)において｢動

産譲渡担保権者等」という｡）の申立てにより、動産譲渡担保権設定者又は譲渡担保動産

の占有者に対し、譲渡担保動産を動産譲渡担保権者等に引き渡すべき旨（第9，1(1)イ

の見積価額が同ウの被担保債権の額を超える場合又は同2(2)イの見積価額が同ウの被担

保債権の額を超える場合にあっては、それぞれその差額に相当する金銭の支払と引換え
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に譲渡担保動産を動産譲渡担保権者等に引き渡すべき旨）を命ずることができるものと

する。ただし、動産譲渡担保権者等に対抗することができる権原により占有していると

認められる者（債務者を除く｡）に対しては、この限りでないものとする。

(2)動産譲渡担保権者等は、帰属清算時又は処分清算時から1月を経過したときは、(1)の

申立てをすることができないものとする。

(3)裁判所は、(1)の規定による決定をする場合には、相手方を審尋しなければならないも

のとする。

(4)(1)の申立てについての裁判に対しては､即時抗告をすることができるものとする。

(5)(1)の規定による決定は、確定しなければその効力を生じないものとする。

5 後順位の動産譲渡担保権者による実行のための保全処分等

後順位の動産譲渡担保権者は、当該後順位の動産譲渡担保権者が有する動産譲渡担保権

に優先する動産譲渡担保権を有する動産譲渡担保権者（転勤産譲渡担保権者が取得した権

利を有する者を含む｡）の全員の同意を得なければ、2(1)に規定する保全処分又は3(1)に規

定する引渡命令の申立てをすることができないものとする。

6 執行官保管の保全処分中の売却

2(1)イに掲げる保全処分を命ずる決定の執行に係る譲渡担保動産について、著しい価額

の減少を生ずるおそれがあるとき、又はその保管のために不相応な費用を要するときは、

執行官は、民事執行法の規定による動産執行の売却の手続によりこれを売却し、その売得

金を供託しなければならないものとする。

7 占有移転禁止の保全処分等の効力

（1）2(1)ウに掲げる保全処分及び公示保全処分を命ずる決定の執行がされ、かつ､当該決

定の相手方に対して3(1)又は4(1)に規定する引渡命令が発せられたときは、当該引渡命

令の申立てをした動産譲渡担保権者等は､当該引渡命令に基づき､次に掲げる者に対し、

譲渡担保動産の引渡しの強制執行をすることができるものとする。

ア 当該決定の執行がされたことを知って当該譲渡担保動産を占有した者

イ 当該決定の執行後に当該執行がされたことを知らないで当該決定の相手方の占有を

承継した者

(2) (1)の決定の執行後に(1)の譲渡担保動産を占有した者は､その執行がされたことを知っ

て占有したものと推定するものとする。

（3）(1)の引渡命令について(1)の決定の相手方以外の者に対する執行文が付与されたときは、

その者は、執行文の付与に対する異譲の申立てにおいて、当該引渡命令の申立てをした

動産譲渡担保権者等に対抗することができる権原により譲渡担保動産を占有しているこ

と、又は自己叙1)ア若しくはイのいずれにも該当しないことを理由とすることができる

ものとする。

8 手続の停止

（1）3に規定する手続は、次のア又はイに掲げるいずれかの文書の提出があったときは、
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停止しなければならないものとする。

ア 3に規定する手続の一時の停止を命ずる旨を記載した裁判の謄本又は記録事項証
明書（裁判所の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録されている事項を

記載した書面であって裁判所書記官が当該書面の内容が当該ファイルに記録されて

いる事項と同一であることを証明したものをいう。イ及び(2)において同じ｡）

イ 動産譲渡担保権の実行を一時禁止する裁判の謄本又は記録事項証明書

(2)(1)の規定に基づき裁判所に(1)ｱ又はｲに規定する裁判に係る記録事項証明書を提出す
べき者は、その提出に代えて､ 最高裁判所規則で定めるところにより、当該ア又はイに

規定する裁判に係る事件を特定するために必要な情報として最高裁判所規則で定めるも

のを提供することができるものとする。この場合において、当該者は、当該記録事項証

明書を提出したものとみなすものとする。

) 破産手続等における譲渡担保権の取扱い

別除権等としての取扱い

(1)破産手続において、譲渡担保権（破産者が譲渡担保権設定者としてその目的である財

産について権利を有し、かつ、その権利が破産財団に属するものに限る｡）を有する者を

別除権者として扱うものとする。

(2)破産手続において、譲渡担保権（破産者が譲渡担保権設定者としてその目的である財

、産について権利を有し、かつ、その権利が破産財団に属しないものに限る｡）を有する者

を破産法第111条第3項に規定する準別除権者として扱うものとする。

(3)再生手続において、譲渡担保権（再生債務者が譲渡担保権設定者としてその目的であ

る財産について権利を有するものに限る｡）を有する者を別除権者として扱うものとす

る。

(4)更生手続において、譲渡担保権（開始前会社が譲渡担保権設定者としてその目的であ

る財産について権利を有するものに限る｡）の被担保債権を有する者を更生担保権者と

して扱うものとする。

(5)特別清算手続において、譲渡担保権（清算株式会社が譲渡担保権設定者としてその目

的である財産について権利を有するものに限る｡）を有する者を担保権者として扱うも

のとする。

(6)承認援助手続において、譲渡担保権（承認援助手続に係る債務者が譲渡担保権設定者

としてその目的である財産について権利を有するものに限る｡）を有する者を担保権者

として扱うものとする。

第16

1

2 担保権実行手続中止命令

（1）再生手続における担保権実行手続中止命令

ア 裁判所は、再生手続開始の申立てがあった場合において、再生債権者の一般の利益

に適合し、かつ、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそれがないものと認めるとき

は、利害関係人の申立てにより又は職権で、相当の期間を定めて、その譲渡担保権の

実行手続の中止（実行の禁止を含む。ケにおいて同じ｡）を命ずることができるものと

する｡ ただし、その譲渡担保権によって担保される債権が共益債権又は一般優先債権

』
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であるときは、この限りでないものとする。

イ アの規定による中止の命令は、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要

な条件を付して発することができるものとする。

ウ 裁判所は、アの規定による中止の命令を発した場合には、速やかに、譲渡担保権者

の意見を聴かなければならないものとする。ただし、あらかじめ譲渡担保権者の意見

を聴いたときは、この限りでないものとする。

エ 裁判所は、アの規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができるものと

する。

オ アの規定による中止の命令及びエの規定による変更の決定に対しては､ 譲渡担保権

者に限り、即時抗告をすることができるものとする。

カ オの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。

キ オに規定する裁判及びオの即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁

判書を当事者に送達しなければならないものとする。

ク 譲渡担保権の実行を禁止するアの規定による中止の命令が発せられたときは、当該

譲渡担保権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から2月を経

過する日までの間は、時効は、完成しないものとする。

ケ 裁判所がアの規定により債権譲渡担保権の実行手続の中止を命じた場合には、第三

債務者は、再生手続の関係においては、債権譲渡担保権者に対してした弁済その他の

債務を消滅させる行為の効力を主張することができないものとする。ただし、第三債

務者が､その行為の当時､その命令があったことを知っていたときに限るものとする。

．．ケ本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る｡）には、第三債務者

は、債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができるものとす

る。

サ コの規定による供託がされたときは、．の債権を目的とする譲渡担保権を有してい

た譲渡担保権者は､供託金にづき譲渡担保権者と同一の権利を有するものとする。

(2)更生手続における中止命令

ア 裁判所は、更生手続開始の申立てがあった場合において、必要があると認めるとき

は、利害関係人の申立てにより又は職権で、更生手続開始の申立てにつき決定がある

までの間、譲渡担保権の実行の手続で、開始前会社の財産に対して既にされているも

のの中止(譲渡担保権の実行の禁止を含む｡）を命ずることができるものとする。ただ

し、その譲渡担保権の実行に係る嬢渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそれがない場

合に限るものとする。

イ アの規定による中止の命令は､譲渡担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要

な条件を付して発することができるものとする。

ウ 裁判所は、アの規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができるものと

する。

エ 裁判所は、開始前会社の事業の継続のために特に必要があると認めるときは、開始

前会社(保全管理人が選任されている場合にあっては､保全管理人)の申立てにより、

担保を立てさせて、アの規定により中止した譲渡担保権の実行の手続の取消しを命ず

ることができるものとする。
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オ アの規定による中止の命令、ウの規定による決定及びエの規定による取消しの命令

に対しては、即時抗告をすることができる。

カ オの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。

キ オに規定する裁判及びオの即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁

判書を当事者に送達しなければならないものとする｡

ク 譲渡担保権の実行を禁止するアの規定による中止の命令が発せられたときは、当該

譲渡担保権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から2月を経

過する日までの間は、時効は、完成しないものとする。

ケ 裁判所がアの規定により債権醸渡担保権の実行の手続の中止（実行の禁止を含む｡）

を命じた場合にはく第三債務者は、更生手続の関係においては、債権譲渡担保権者に

対してした弁済その他の債務を消滅させる行為の効力を主張することができないもの

とする。ただし、第三債務者が、その行為の当時､ その命令があったことを知ってい

たときに限るものとする。

コ ケ本文に規定する場合(債権の目的物が金銭である場合に限る｡）には、第三債務者

は､ 債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができるものとす

る。

サ コの規定による供託がされたときは、．の債権を目的とする譲渡担保権を有してい

た譲渡担保権者は、供託金につき譲渡担保権者と同一の権利を有するものとする。

シ譲渡担保権の実行を、会社更生法第25条第1項の規定による包括的禁止命令の対

象とするものとする。

(3)特別清算手続における中止命令
ア 裁判所は､特別清算開始の命令があった場合において、債権者の一般の利益に適合

し、かつ、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそれがないものと認めるときは、清

算人､監査役､債権者若しくは株主の申立てにより又は職権で､相当の期間を定めて、

当該譲渡担保権の実行の手続の中止(実行の禁止を含む。ケにおいて同じ｡）を命ずる

ことができるものとする。

イ アの規定による中止の命令は、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要

な条件を付して発することができるものとする。

ウ 譲渡担保権の実行を禁止するアの規定による中止の命令が発せられたときは、当該

譲渡担保権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から2月を経

過する日までの間は、時効は、完成しないものとする。

エ 裁判所は、アの規定による中止の命令を発した場合には、速やかに、譲渡担保権者

の陳述を聴かなければならないものとする。ただし、あらかじめ譲渡担保権者の陳述

を聴いたときは､ この限りでないものとする。

オ 裁判所は、エの中止の命令を変更し、又は取り消すことができるものとする。

カ エの中止の命令及びオの規定による変更の決定に対しては、譲渡担保権者に限り、

即時抗告をすることができるものとする。

キ カの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。

ク カに規定する裁判及び力の即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁

判書を当事者に送達しなければならないものとする。
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ケ 裁判所がアの規定により債権譲渡担保権の実行の手続の中止を命じた場合には、第

三債務者は､特別清算の関係においては､債権譲渡担保権者に対してした弁済その他
の債務を消滅させる行為の効力を主張することができないものとする。ただし、第三

債務者が、その行為の当時、その命令があったことを知っていたときに限るものとす

る。

コ ケ本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る｡）には､第三債務者

は、債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができるものとす

る。

サ ．の規定による供託がされたときは、．の債権を目的とする譲渡担保権を有してい

た譲渡担保権者は、供託金につき譲渡担保権者と同一の権利を有するものとする。

(4)承認援助手続における担保権実行手続中止命令

ア 裁判所は、債権者の一般の利益に適合し、かつ、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼ

すおそれがないと認めるときは、利害関係人の申立てにより又は職権で、外国倒産処

理手続の承認の決定と同時に又はその決定後、相当の期間を定めて、債務者の財産に

対して既にされている当該譲渡担保権の実行の手続の中止（実行の禁止を含む。サに

おいて同じ｡）を命ずることができるものとする。

イ裁判所は､外国倒産処理手続の承認の申立てがされた場合には、当該申立てについ
て決定をする前であっても、アの規定による中止の命令をすることができるものとす

る。外国倒産処理手続の承認の申立てを棄却する決定に対して外国倒産処理手続の承

認援助に関する法律第24条第1項の即時抗告がされたときも、同様とするものとす

る。

ウ イの規定による中止の命令は、外国倒産処理手続の承認の申立てを棄却する決定又

はイの即時抗告を棄却する決定があったときは、その効力を失うものとする。

エ ア又はイの規定による中止の命令は、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼさないため

に必要な条件を付して発することができるものとする。

オ 裁判所は、ア又はイの規定による中止の命令を発した場合には、速やかに、譲渡担

保権者の意見を聴かなければならないものとする。ただし、あらかじめ譲渡担保権者

の意見を聴いたときは、この限りでないものとする。

力 裁判所は、ア又はイの規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができる

ものとする。

キア又はイの規定による中止の命令及び力の規定による変更の決定に対しては､譲渡

担保権者に限り、即時抗告をすることができるものとする。

ク キの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。

ケ 外国倒産処理手続の承認援助に関する法律第25条第8項の規定はア又はイの規定

による中止の命令、力の規定による決定及びキの即時抗告についての裁判があった場

合について、同条第9項の規定はイの規定による中止の命令があった場合について準

用するものとする。

． 譲渡担保権の実行を禁止するア又はイの規定による中止の命令が発せられたときは、

当該譲渡担保権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から2月

を経過する日までの間は、時効は、完成しないものとする｡
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サ 裁判所がア又はイの規定により債権譲渡担保権の実行の手続の中止を命じた場合に

は、第三債務者は、承認援助手続の関係においては、債権譲渡担保権者に対してした

弁済その他の債務を消滅させる行為の効力を主張することができないものとする。た

だし、第三債務者が、その行為の当時、その命令があったことを知っていたときに限

るものとする。

シ サ本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る｡）には、第三債務者

は、債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができるものとす

る。

ス シの規定による供託がされたときは、シの債権を目的とする譲渡担保権を有してい

た譲渡担保権者は、供託金につき譲渡担保権者と同一の権利を有するものとする。

担保権実行手続取消命令

再生手続における担保権実行手続取消命令

ア 裁判所は、再生手続開始の申立てがあった場合において、再生債権者の一般の利益

に適合し、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそれがなく、かつ、再生債務者の事

業の継続のために特に必要があると認めるときは、民事再生法第2条第2号に規定す

る再生債務者等（保全管理人が選任されている場合にあっては、当該保全管理人）の

申立てにより、担保を立てさせて、第10，1(1)の規定による通知、動産特定範囲に属

する動産に係る担保権の実行としての競売の手続又は第12，1本文の規定による通知

の取消しを命ずることができるものとする。ただし、その譲渡担保権によって担保さ

れる債権が共益債権又は一般優先債権であるときは､'この限りでないものとする。

イ アの規定による取消しの命令は、その発令前にされた第9，1(1)（第11，2におい

て準用する場合を含む｡以下この3において同じ｡)に規定する帰属清算の通知､第9，

2(1)（第11，2において準用する場合を含む。以下この3において同じ｡）に規定す

る処分清算譲渡、第11，1(1)前段の規定による取立て又は集合動産譲渡担保権設定者

による動産特定範囲に属する動産の処分の効力を妨げないものとする。

ウ 裁判所は､ アの規定による取消しの命令を発したときは、速やかに、譲渡担保権者

の意見を聴かなければならないものとする。ただし、あらかじめ譲渡担保権者の意見

を聴いた場合は、この限りでないものとする。

エ 裁判所は、アの規定による取消しの命令を変更し、又は取り消すことができるもの

とする。

オ アの規定による取消しの命令及びエの規定による変更の決定に対しては、譲渡担保

権者に限り、即時抗告をすることができるものとする。

カ キの即時抗告は､執行停止の効力を有しないものとする。

キ オに規定する命令及び決定並びにオの即時抗告についての裁判があった場合には、

その電子裁判害を当事者に送達しなければならないものとする。

ク オの即時抗告は、民事再生法第9条前段の規定にかかわらず、することができるも

のとする。また、オの即時抗告をすることができる期間について、同条後段と同様の

期間とするものとする。

ケ 担保権の実行手続の中止命令について適用される文書の閲覧等に関する規定（民事

3

(1)
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再生法（民事関係手続等における情報通信技術の活用等の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律による改正後のもの）第16条から第16条の4まで）及び担保権

の実行手続の中止命令がされた場合の再生手続開始の申立ての取下げの制限に関する

規定（同法第32条）について、アの規定による取消しの命令についてもその対象とな

るよう規定を整備するものとする。

(2)更生手続における担保権実行手続取消命令

ア 裁判所は、更生手続開始の申立てがあった時から当該申立てについての決定がある

までの間において､開始前会社の事業の継続のために特に必要があると認めるときは、

開始前会社（保全管理人が選任されている場合にあっては、当該保全管理人）の申立

てにより、担保を立てさせて、第10，1(1)の規定による通知又は第12，1本文の規定

による通知の取消しを命ずることができるものとする。ただし、譲渡担保権者に不当

な損害を及ぼすおそれがない場合に限るものとする。

イ アの規定による取消しの命令及び2(2)エの規定による取消しの命令（動産特定範囲

に属する動産に係る担保権の実行としての競売の手続に係るものに限る｡）は､その発

令前にされた第9，1(1)に規定する帰属清算の通知、第9，2(1)に規定する処分清算

譲渡、第11，1(1)前段の規定による取立て又は集合動産担保権設定者による動産特定

範囲に属する動産の処分の効力を妨げないものとする。

ウ 裁判所は、アの規定による取消しの命令を変更し、又は取り消すことができるもの

とする。

エ アの規定による取消しの命令及びウの規定による決定に対しては、即時抗告をする

ことができるものとする。

オ エの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。

カ エに規定する命令及び決定並びにエの即時抗告についての裁判があった場合には、

その電子裁判書を当事者に送達しなければならないものとする。

キ アから力までの規定は、更生手続開始の申立てを棄却する決定に対して会社更生法

第44条第1項の即時抗告があった場合について準用するものとする。

ク エの即時抗告は、会社更生法第9条前段の規定にかかわらず、することができるも

のとする。また、エの即時抗告をすることができる期間について、同条後段と同様の

期間とするものとする。

ケ 中止命令について適用される文書等の閲覧等に関する規定（会社更生法（民事関係

手続等における情報通信技術の活用等の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律による改正後のもの）第11条から第11条の4まで）及び中止命令がされた場合の

更生手続開始の申立ての取下げの制限に関する規定（同法第23条）について、アの規

定による取消しの命令についてもその対象となるよう規定を整備するものとする。

(3)承認援助手続における担保権実行手続取消命令

ア 裁判所は、債権者の一般の利益に適合し、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそ

れがなく、かつ、承認援助手続の目的を達成するために特に必要があると認めるとき

は、債務者（外国管財人がない場合に限る｡）又は承認管財人の申立てにより、担保を

立てさせて、外国倒産処理手続の承認の決定と同時に又はその決定後、第10，1(1)の

規定による通知､動産特定範囲に属する動産に係る担保権の実行としての競売の手続
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又は第12, 1本文の規定による通知の取消しを命ずることができるものとする。

イ アの規定による取消しの命令は、その発令前にされた第9，1(1)に規定する帰属清

算の通知､‘第9，2(1)に規定する処分清算譲渡､第11，1(1)前段の規定による取立て

又は集合動産譲渡担保権設定者による動産特定範囲に属する動産の処分の効力を妨げ

ないものとする。

ウ 裁判所は、アの規定による取消しの命令を発したときは、速やかに、譲渡担保権者

の意見を聴かなければならないものとする｡ただし、あらかじめ譲渡担保権者の意見

を聴いた場合は、この限りでないものとする。

エ 裁判所は、アの規定による取消しの命令を変更し、又は取り消すことができるもの

とする。

オ アの規定による取消しの命令及びエの規定による変更の決定に対しては、譲渡担保

権者に限り、即時抗告をすることができるものとする。

力 オの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする｡

キ オに規定する命令及び決定並びにオの即時抗告についての裁判があった場合には、

その電子裁判害を当事者に送達しなければならないものとする。

ク 外国倒産処理手続の承認の決定を取り消す決定が確定したときは、アの規定による

取消しの命令は、その効力を失うものとする。

ケ オの即時抗告は、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律第7条前段の規定にか

かわらず、することができるものとする。また、オの即時抗告をすることができる期

間について､ 同条後段と同様の期間とするものとする。

． 担保権の実行手続の中止命令について適用される文書の閲覧等に係る規定（外国倒

産処理手続の承認援助に関する法律（民事関係手続等における情報通信技術の活用等

の推進を図るための関係法律の整備に関する法律による改正後のもの)第13条)及び

担保権の実行手続の中止命令等が発令された場合に債務者の財産の処分等の行為をす

るには裁判所の許可を得なければならないものとすることができる旨の規定（同法第

31条）について、アの規定による取消しの命令についてもその対象となるよう規定を

整備するものとする。

4 破産管財人等による譲渡担保財産の換価。譲渡担保権者が処分をすべき期間の指定

（1）破産手続における譲渡担保動産の換価の規定

ア 破産管財人は、民事執行法その他強制執行の手続に関する法令の規定により、譲渡

担保動産の換価をすることができるものとする。この場合においては、譲渡担保権者

は、その換価を拒むことができないものとする。

イ アの場合には､民事執行法第63条及び第129条（これらの規定を同法その他強制執

行の手続に関する法令において準用する場合を含む｡）の規定は､適用しないものとす

る。

ウ アの場合において、動産譲渡担保権者が受けるべき金額がまだ確定していないとき

は、破産管財人は、代金を別に寄託しなければならないものとする。この場合におい

ては、譲渡担保権は、寄託された代金につき存するものとする。

（2）破産手続における譲渡担保権者が処分をすべき期間の指定
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ア 譲渡担保権者が第9，1及び2（これらの規定を第11，2（第13，1において準用

する場合を含む｡）において準用する場合を含む｡）の方法による実行をする権利を有

するときは、裁判所は、破産管財人の申立てにより、譲渡担保権者が譲渡担保財産の

処分をすべき期間を定めることができるものとする。

イ 譲渡担保権者は、アの期間内に処分をしないときは、アの権利を失うものとする。

この場合において、譲渡担保権（動産譲渡担保権を除く ｡）を有する者にあっては、帰

属清算の通知がされ、かつ、アの期間の満了時に帰属清算の通知の日から2週間が経

過したものとみなすものとする。

ウ アの申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができるものとする。

エ アの申立てについての裁判及びウの即時抗告についての裁判があった場合には、そ

の電子裁判書を当事者に送達しなければならないものとする。この場合においては、

破産法第10条第3項本文の規定は、適用しないものとする。

(3)特別清算手続における譲渡担保動産の換価の規定

ア’清算株式会社は、民事執行法その他強制執行の手続に関する法令の規定により、譲

渡担保動産の換価をすることができるものとする。この場合においては、譲渡担保権

者は、その換価を拒むことができないものとする。

イ アの場合には､民事執行法第63条及び第129条（これらの規定を同法その他強制執

行の手続に関する法令において準用する場合を含む｡）の規定は､適用しないものとす

る。

ウ アの場合において、譲渡担保権者が受けるべき金額がまだ確定していないときは、

清算株式会社は、代金を別に寄託しなければならないものとする。この場合において

は､譲渡担保権は、寄託された代金につき存するものとする。

(4)特別清算手続における譲渡担保権者が処分をすべき期間の指定

ア 譲渡担保権者が第9，1及び2（これらの規定を第11,2（第13，1において準用

する場合を含む｡）において準用する場合を含む｡）の方法による実行をする権利を有

するときは、裁判所は、清算株式会社の申立てにより、譲渡担保権者が譲渡担保財産

の処分をすべき期間を定めることができる。

イ 譲渡担保権者は、アの期間内に処分をしないときは、アの権利を失うものとする。

この場合において、譲渡担保権（動産譲渡担保権を除く｡）を有する者にあっては、帰

属清算の通知がされ、かつ、アの期間の満了時に帰属清算の通知の日から2週間が経

過したものとみなすものとする。

ウ アの申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができるものとする。

エ ウの裁判及びウの即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁判害を当

事者に送達しなければならないものとする。

5 担保権消滅許可制度の適用

（1）破産法における担保権消滅許可制度

ア 譲渡担保権を、破産法における担保権消滅許可制度（同法第186条）の適用の対象

とするものとする。

イ 破産法における担保権消滅許可の申立てに対する対抗手段としての担保権の実行の
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申立て(同法第187条)に､譲渡担保権の私的実行を含むこととはしないものとする。

(2)民事再生法における担保権消滅許可制度

譲渡担保権を、民事再生法における担保権消滅許可制度（同法第148条）の適用の対

象とするものとする。

(3)会社更生法における担保権消滅許可制度

讓蕊担保権を会社更生渋における担保権消滅許可制度（同法第104条）の適用の対

象とするものとする。

6 根譲渡担保権の取扱い

（1）破産手続における根譲渡担保権の取扱い ‘

ア 破産管財人は、根譲渡担保権（破産者が譲渡担保権設定者としてその目的である財

産について権利を有し、かつ、その権利が破産財団に属するもので、極度額の定めが

あるものに限る｡）によって担保される破産債権については､当該破産債権を有する破

産債権者が、破産管財人に対し、当該根藤渡担保権の行使によって弁済を受けること

ができない債権の額を証明しない場合においても、これを配当表に記載しなければな

らないものとする。この場合においては、破産法第195条第2項の規定による許可が

あった日における当該破産債権のうち極度額を超える部分の額を最後配当の手続に参

加することができる債権の額とするものとする。

イ アの規定は、根譲渡担保権（破産者が譲渡担保権設定者としてその目的である財産

について権利を有し、かつ、その権利が破産財団に属しないもので、極度額の定めが

あるものに限る｡）を有する者について準用するものとする。

ウ ア前段(イにおいて準用する場合を含む｡）の規定により配当表に記載された根譲渡

担保権によって担保される破産債権については、最後配当に関する除斥期間内に当該

根譲渡担保権の行使によって弁済を受けることができない債権の額の証明がされた場

合を除き、ア後段(イにおいて準用する場合を含む｡）の規定により配当表に記載され

た最後配当の手続に参加することができる債権の額を当該弁済を受けることができな

い債権の額とみなすものとする。

② 再生手続における根譲渡担保権の取扱い

ア 担保権消滅許可の申立てに係る消滅すべき担保権が根譲渡担保権である場合におい

て、根譲渡担保権者が民事再生法第148条第3項の規定による送達を受けた時から2

週間を経過したときは、根譲渡担保権の担保すべき元本は、確定するものとする。

イ 第2，9㈹イの規定は、担保権消滅許可の申立てが取り下げられ、又は担保権消滅

許可が取り消された場合について準用するものとする。

ウ 別除権の行使によって弁済を受けることができない債権の部分が確定していない再

生債権を担保する根譲渡担保権（極度額の定めがない根譲渡担保権を除く。以下この

(2)において同じ｡）の元本が確定している場合には､その根譲渡担保権の被担保債権の

うち極度額を超える部分について、民事再生法第156条の一般的基準に従い、仮払に

関する定めをすることができるものとする。この場合においては、当該根譲渡担保権

の行使によって弁済を受けることができない債権の部分が確定した場合における精算

に関する措置をも定めなければならないものとする。
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エ ウの仮払に関する定めをした再生計画案を提出しようとする者は、あらかじめ、当

該定めに係る根譲渡担保権を有する者の同意を得なければならないものとする。

オ 再生債権者が根譲渡担保権を有する場合には、その行使によって弁済を受けること

ができない債権の部分が確定した場合に限り、その債権の部分について、認可された

再生計画の定めによって認められた権利又は民事再生法第181条第1項の規定により

変更された後の権利を行使することができるものとする。ただし、再生計画にウの規

定による仮払に関する定め及び精算に関する措置の定めがあるときは、その定めると

ころによるものとする。

(3)更生手続における根譲渡担保権の取扱い

ア 担保権消滅許可の申立てに係る消滅すべき担保権が根譲渡担保権である場合におい

て､根譲渡担保権者が会社更生法第104条第4項の規定による送達を受けた時から2

週間を経過したときは､当該根譲渡担保権の担保すべき元本は､確定するものとする。

イ 第2，9側イの規定は、担保権消滅許可の申立てが取り下げられ、又は担保権消滅

許可の決定が取り消された場合について準用するものとする。

7 再生手続開始の申立て等を権限の消滅事由とする特約の無効

次に掲げる場合に集合動産譲渡担保権設定者が動産特定範囲に属する動産の処分をする

ことができない旨の特約又は次に掲げる場合に集合債権譲渡担保権設定者が債権特定範囲

に属する債権を取り立てることができない旨の特約は、無効とするものとする。

ア 集合動産譲渡担保権設定者又は集合債権譲渡担保権設定者について再生手続開始の

申立て又は更生手続開始の申立てがあったとき。

イ 集合動産譲渡担保権設定者又は集合債権譲渡担保権設定者に再生手続開始の原因と

なる事実(支払不能(その者が法人である場合(破産法第16条第2項の場合を除く｡）

にあっては、支払不能又は債務超過（その者が、その債務につき、その財産をもって

完済することができない状態をいう｡）とする。以下このイにおいて同じ｡）が生ずる

おそれがある場合又はその者が事業の継続に著しい支障を来すことなく弁済期にある

債務を弁済することができない場合のいずれかに該当する事実をいう。第17，2にお

いて同じ｡）又は更生手続開始の原因となる事実(支払不能が生ずるおそれがある場合

又はその者が弁済期にある債務を弁済することとすれば、その事業の継続に著しい支

障を来すおそれがある場合のいずれかに該当する事実をいう｡第17，2において同じ｡）

が生じたとき。

8 破産手続開始決定等後の集合動産譲渡担保権の効力

集合動産譲渡担保権設定者について破産手続開始の決定、再生手続開始の決定、更生手

続開始の決定又は特別清算開始の命令があった場合には、第10，1(1)の規定による通知が

あったものとみなして、同(2)から(4)まで及び(6)の規定を適用するものとする。

9 破産手続開始決定等後の集合債権譲渡担保権の効力

（1）集合債権譲渡担保権設定者について破産手続開始の決定又は特別清算開始の命令があ

ったときは、集合債権譲渡担保権は、その後に発生した債権には及ばないものとする。
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(2)集合債権譲渡担保権設定者について再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定があ

ったときも、(1)と同様とするものとする。ただし、集合債権譲渡担保契約に別段の定め

がある場合は、この限りでないものとする。

(3)(1)又は(2)本文に規定する場合には、第12，1本文の規定による通知があったものとみ

なして、第12，1の規定を適用するものとする。

(4)(2)ただし書に規定する場合において､集合債権譲渡担保権設定者についての再生手続

開始の決定又は更生手続開始の決定後に第2，7(1)若しくは(3)、第11，1前段又は2に

おいて準用する第9，1(1)若しくは2(1)の規定により集合債権譲渡担保権の被担保債権

の全部又は－部が消滅したときは、再生債務者である集合債権譲渡担保権設定者若しく

は再生手続における管財人又は更生手続における管財人は､次に掲げる債権を弁済する
ために支出した金額(消滅した被担保債権の額を限度とする｡）を集合債権譲渡担保権者

から償還させることができるものとする｡この場合において､当該金額の被担保債権は、

消滅しなかったものとみなすものとする。

ア 再生手続又は更生手続における共益債権

イ 民事再生法第122条第1項に規定する一般優先債権

ウ 民事再生法第85条第5項に基づき弁済をすることの許可を受けた再生債権又は会

社更牛法第47条第5項に基づき弁済をすることの許可を受けた更生債権

(5)第10，6(2)の規定は､(4)前段の場合において、集合債権譲渡担保権が複数あるときに

ついて準用する。この場合において､ 第10，6(2)中「(1)｣とあるのは、「(4)前段の規定に

よる償還」と読み替えるものとする。

10 動産特定範囲に動産を属させる行為に関する否認等

（1）集合動産譲渡担保権設定者が動産を動産特定範囲に属させた場合において、専ら集合

動産譲護担保権者に弁済を受けさせる目的でしたときは､その動産を目的とする担保の

供与があったものとみなして、破産法第162条第1項、第235条第1項、第252条第1

項（第3号に係る部分に限る｡）及び第266条、民事再生法第127条の3第1項、第190

条第5項及び第256条並びに会社更生法第86条の3第1項及び第267条の規定を適用

するものとする。

（2）集合債権譲渡担保権設定者が債権特定範囲に属する債権を発生させた場合において、

専ら集合債権譲渡担保権者に弁済を受けさせる目的でしたときは、その債権を目的とす

る担保の供与があったものとみなして、破産法第162条第1項､第235条第1項､第252

条第1項（第3号に係る部分に限る｡）及び第266条、民事再生法第127条の3第1項、

第190条第5項及び第256条並びに会社更生法第86条の3第1項及び第267条の規定

を適用するものとする。

第17 所有権留保契約

1 留保所有権の対抗要件

（1）留保所有権は、所有権留保動産の留保買主等から留保売主等への引渡し（登記又は登

録をしなければ権利の得喪及び変更を第三者に対抗することができない動産にあっては、

留保売主等を所有者とする登記又は登録）がなければ、第三者に対抗することができな
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いものとする。

(2)(1)の規定にかかわらず、次に掲げる債務（その利息、違約金、留保所有権の実行の費

用及び債務の不履行によって生じた損害の賠償を含む｡）のみを担保する留保所有権は、

所有権留保動産（登記又は登録をしなければ権利の得喪及び変更を第三者に対抗するこ

とができない動産を除く。以下この(2)において同じ｡）の引渡しがなくても、これをもっ

て第三者に対抗することができるものとする。

ア 第1、16(1)に規定する所有権留保契約における所有権留保動産の代金の支払債務

イ 第1，16(2)に規定する所有権留保契約における求償債務（所有権留保動産の代金の

支払債務を履行したことによって生ずるものに限る｡）

2 再生手続開始の申立て等を解除事由とする特約等の無効

次に掲げる場合に所有権留保契約（第1，16(1)に規定するものに限る。以下この2にお

いて同じ｡）が解除される旨の特約又は次に掲げる場合に該当することを理由として留保

売主等に対し所有権留保契約の解除権を付与する特約は、無効とするものとする。

（1）留保買主等について再生手続開始の申立て又は更生手続開始の申立てがあったとき。

（2）留保買主等に再生手続開始の原因となる事実又は更生手続開始の原因となる事実が生

じたとき。

3 譲渡担保契約の規定の準用

（1）第2から第16まで（第3，5(1)及び12、第5から第7まで、第11から第13までを

除く｡）の規定（動産譲渡担保契約に係る部分に限る｡）は、留保所有権について準用す

るものとする。この場合において、これらの規定中『根譲渡担保契約」とあるのは「根

所有権留保契約」と､ 「根譲渡担保権者」とあるのは「根留保売主等」と、「根譲渡担保

権設定者」とあるのは「根留保買主等」と、「集合動産譲渡担保契約」とあるのは「集合

動産所有権留保契約」と、「集合動産譲渡担保権者」とあるのは「集合動産留保売主等」

と、「集合動産譲渡担保権設定者」とあるのは「集合動産留保買主等」と、第3，5(2)中

「(1)の場合」とあるのは「第17,,1(2)の場合」と読み替えるほか、所要の読替えを行う

ものとする。

(2)第3,12の規定は､留保所有権を譲渡担保契約の目的とする場合について準用するも
のとする。この場合において、同(2)から(4)まで､(6)及び(7)中｢転勤産譲渡担保権の設定」

とあるのは「留保所有権を目的とする譲渡担保権の設定」と、(3)、(5)及び(7)中「転動産

譲渡担保権者」とあるのは「留保所有権を目的とする議渡担保権の設定を受けた者」と

読み替えるものとする。

（3）同一の動産について動産譲渡担保権と留保所有権とが競合する場合においては、これ

を同一の動産について数個の動産譲渡担保権が互いに競合する場合とみなして、第2 、

7(3)、9(5)イ及び側ア（(力)、（ク)、（シ）に係る部分に限る｡)、第3，6，7，8(2)、

10(1 )及び11、第4，2(2)、第9，3(1)から(3)まで及び6(2)、第10，1(2)及び(6)、2，4

(1)及び(5)(同5②において準用する場合を含む｡)、5(1)並びに6､第14,2並びに第15，

5の規定を適用するものとする。
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18 民法の見直し

1 質権者による債権の取立て等

民法第366条の規律を次のように改めるものとする。

（1）質権者は、質権の担保する債権について不履行があったときは、その目的である債権

を直接に取り立てることができる。この場合において、質権者の受けた利益の価額がそ

の担保する債権の額を超えるときは、その差額に相当する金銭を質権設定者に支払わな

ければならない。

.(2)第三債務者は、質権の設定について第364条の規定によりその規定に従うこととされ

る第467条第1項の規定による通知又は承諾がされた時より後に質権者に対してした弁

済その他の債務を消滅させる事由をもって質権設定者その他の第三者に対抗することが

できる。この場合において、質権者は、自己の債権の弁済期が到来するまでは、質権設

定者に対し、その受けた利益の価額に相当する金銭を支払うことを要しない。

（3）（2前段の場合において、質権者の債権の弁済期が到来したときは、質権者は、質権設

定者に対し､その受けた利益の価額から自己の債権の額を控除した残額を支払わなけれ

ばならない。

(4)．債権の目的物が金銭である場合において、その弁済期が質権者の債権についての不履

行が生ずる前に到来したときは、質権者は、第三債務者にその弁済をすべき金額を供託

させることができる。この場合において、質権は、その供託金について存在する。

(5)債権の目的が物の引渡しであるときは、質権者は、弁済として受けた物について質権

を有する。この場合においては、(1)後段及び(3)の規定は、適用しない。

第18

2 抵当権の効力の及ぶ範囲

民法第371条の規律を次のように改めるものとする｡

抵当権は、その担保する債権について不履行があったときは、抵当不動産の果実(収取

されていないものに限る｡）に及ぶ。

第19 民事執行法の見直し

動産の差押えについて、次のような規律を設けるものとする。

1 執行官は、動産の差押えをしたときは、遅滞なく、動産執行又は動産競売の申立ての時

に執行債務者を嬢渡人又は留保買主等とする動産譲渡登記又は所有権留保登記（第24，3

ミ(1)に規定する所有権留保登記をいう｡）において動産譲渡担保権者又は留保売主等として

登記されている全ての者（転譲渡担保権者又は留保所有権を目的とする譲渡担保権の設定

を受けた者が登記されている場合にあっては、当該転譲渡担保権者又は留保所有権を目的

とする讓遼ｷ日保権の設定を受けた者を含む｡）に対し、その旨を通知しなければならない。

2 1の規定による通知は、通知を受ける者の動産譲渡登記ファイル上の住所又は事務所に

宛てて発すれば足りる｡

民事再生法の見直し

担保権実行手続中止命令

民事再生法第31条の規律を次のように改めるものとする。
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(1)裁判所は、再生手続開始の申立てがあった場合において、再生債権者の一般の利益に

適合し､かつ､第53条第1項に規定する再生債務者の財産につき存する担保権を有する

者（以下この1において「担保権者」という｡）に不当な損害を及ぼすおそれがないもの

と認めるときは、利害関係人の申立てにより又は職権で、相当の期間を定めて、その担

保権の実行手続の中止(債権を目的とする質権の実行の禁止を含む｡）を命ずることがで

きる。ただし、その担保権によって担保される債権が共益債権又は一般優先債権である

ときは、この限りでない。

(2)(1)の規定による中止の命令は、担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要な条件

を付して発することができる。

(3)裁判所は、(1)の規定による中止の命令（債権を目的とする質権の実行手続の中止（実

行の禁止を含む。(4)及び2(1)において同じ｡）の命令を除く｡）を発する場合には、担保

権者の意見を聴かなければならない。

(4)裁判所は、(1)の規定による債権を目的とする質権の実行手続の中止の命令を発した場

合には、速やかに、質権者の意見を聴かなければならない。ただし、あらかじめ質権者

の意見を聴いたときは、この限りでない。

(5)裁判所は､ (1)の規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができる。

(6)(1)の規定による中止の命令及び(5)の規定による変更の決定に対しては、担保権者に限

り、即時抗告をすることができる。

(7)(6)の即時抗告は、執行停止の効力を有しない。

(8)(6)に規定する裁判及び(6)の即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁判

書を当事者に送達しなければならない｡この場合においては､第10条第3項本文の規定

は、適用しない。

(9)債権を目的とする質権の実行を禁止する(1)の規定による中止の命令が発せられたとき

は、当該質権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から2月を経

過する日までの間は、時効は、完成しない。

2 担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力

担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力について、次のような規律を設

けるものとする。

（1）裁判所が1(1)の規定により債権を目的とする質権の実行手続の中止を命じた場合には、

第三債務者は、再生手続の関係においては、質権者に対してした弁済その他の債務を消

滅させる行為の効力を主張することができない｡ ただし、第三債務者が､ その行為の当

時、その命令があったことを知っていたときに限る。

（2）(1)本文に規定する場合(債権の目的物が金銭である場合に限る｡)には､第三債務者は、

債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができる。

（3）(2)の規定による供託がされたときは、(2)の債権を目的とする質権を有していた質権者

は、供託金につき質権者と同一の権利を有する。
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分

l外国倒産処理手続の承認援助に関する法律の見直し

担保権実行手続中止命令

外国倒産処理手続の承認援助に関する法律第27条の規律を次のように改めるものとす

る。

(1)裁判所は、債権者の一般の利益に適合し、かつ、債務者の財産につき担保権を有する

者（以下この1において「担保権者」という｡）又は企業担保権の実行手続の申立人に不

当な損害を及ぼすおそれがないと認めるときは､利害関係人の申立てにより又は職権で、

外国倒産処理手続の承認の決定と同時に又はその決定後、相当の期間を定めて、債務者

の財産に対して既にされている当該担保権の実行の手続の中止（債権を目的とする質権

の実行の禁止を含む｡)又は当該企業担保権の実行手続の中止を命ずることができる。
(2)裁判所は、外国倒産処理手続の承認の申立てがされた場合には、当該申立てについて

決定をする前であっても、(1)の規定による中止の命令をすることができる。外国倒産処

理手続の承認の申立てを棄却する決定に対して第24条第1項の即時抗告がされたとき

も、同様とする。

(3)(2)の規定による中止の命令は､外国倒産処理手続の承認の申立てを棄却する決定又は
(2)の即時抗告を棄却する決定があったときは、その効力を失う。

(4)(1)又は(2)の規定による中止の命令（企業担保権の実行手続に係るものを除く｡）は、担

保権者に不当な損害を及ぼさないために必要な条件を付して発することができる。

(5)裁判所は、(1)又は(2)の規定による中止の命令（債権を目的とする質権の実行の手続の

中止（実行の禁止を含む。(6)及び2(1)において同じ｡）の命令を除く｡）を発する場合に

は、担保権者又は企業担保権の実行手続の申立人の意見を聴かなければならない。

(6)裁判所は、(1)又は(2)の規定による債権を目的とする質権の実行の手続の中止の命令を

発した場合には、速やかに、質権者の意見を聴かなければならない。ただし、あらかじ

め質権者の意見を聴いたときは、この限りでない。

(7)裁判所は、(1)又は(2)の規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができる。

(8)(1)又は(2)の規定による中止の命令及び(7)の規定による変更の決定に対しては、担保権

者又は企業担保権の実行手続の申立人に限り、即時抗告をすることができる。

(9)(8)の即時抗告は、執行停止の効力を有しない。

側 第25条第8項の規定は(1)又は(2)の規定による中止の命令、(7)の規定による決定及び

(8)の即時抗告についての裁判があった場合について、同条第9項の規定は②の規定によ

る中止の命令があった場合について準用する｡：

01）債権を目的とする質権の実行を禁止する(1)又は②の規定による中止の命令が発せられ

たときは、当該質権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から2

月を経過する日までの間は、時効は、完成しない。
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2 担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力

担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力について、次のような規律を設

けるものとする。

（1）裁判所が1(1)又は(2)の規定により債権を目的とする質権の実行の手続の中止を命じた

場合には、第三債務者は、承認援助手続の関係においては、質権者に対してした弁済そ
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の他の債務を消滅させる行為の効力を主張することができない｡ただし､第三債務者が、

その行為の当時､ その命令があったことを知っていたときに限る。

(2)(1)本文に規定する場合(債権の目的物が金銭である場合に限る｡)には､第三債務者は、

債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができる。

(3)(2)の規定による供託がされたときは、(2)の債権を目的とする質権を有していた質権者

は、供託金につき質権者と同一の権利を有する。

2会社更生法の見直し

担保権実行手続中止命令

会社更生法第24条の規律を次のように改めるものとする。

(1)裁判所は､更生手続開始の申立てがあった場合において､必要があると認めるときは、

利害関係人の申立てにより又は職権で、更生手続開始の申立てにつき決定があるまでの

間、次に掲げる手続又は処分の中止(債権を目的とする質権の実行の禁止を含む｡)を命

ずることができる。ただし、イに規定する強制執行等又は力に掲げる処分については、

その強制執行等に係る更生債権者等又はその処分を行う者に不当な損害を及ぼすおそれ

がない場合に限る。

ア 開始前会社についての破産手続、再生手続又は特別清算手続

イ 強制執行等（更生債権等に基づく強制執行、仮差押え、仮処分若しくは担保権の実

行(債権を目的とする質権については、当該債権の取立てを含む｡）又は更生債権等を

被担保債権とする留置権による競売をいう｡）の手続で､開始前会社の財産に対して既

にされているもの

ウ 開始前会社に対して既にされている企業担保権の実行手続

エ 開始前会社の財産関係の訴訟手続

オ 開始前会社の財産関係の事件で行政庁に係属しているものの手続

力 外国租税滞納処分（共助対象外国租税の請求権に基づき国税滞納処分の例によって

する処分（共益債権を徴収するためのものを除く｡）をいう｡）で、開始前会社の財産

に対して既にされているもの

(2)裁判所は､更生手続開始の申立てがあった場合において､必要があると認めるときは、

職権で、国税滞納処分（共益債権を徴収するためのものを除き、国税滞納処分の例によ

る処分（共益債権及び共助対象外国租税の請求権を徴収するためのものを除く。）を含

む｡）で、開始前会社の財産に対して既にされているものの中止を命ずることができる。

ただし、あらかじめ、徴収の権限を有する者の意見を聴かなければならない。

(3)(2)の規定による中止の命令は、更生手続開始の申立てについて決定があったとき、又

は中止を命ずる決定があった日から2月を経過したときは、その効力を失う。

(4)(1)の規定による中止の命令（(1)イの担保権の実行又は留置権による競売に係るものに

限る｡）は､開始前会社の財産につき担保権を有する者に不当な損害を及ぼさないために

必要な条件を付して発することができる。

(5)裁判所は、(1)及び(2)の規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができる。

(6)裁判所は、開始前会社の事業の継続のために特に必要があると認めるときは、開始前

会社（保全管理人が選任されている場合にあっては、保全管理人）の申立てにより、担
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保を立てさせて、(1)イの規定により中止した(1)イに規定する強制執行等の手続、(1)力の

規定により中止した(1)力に規定する外国租税滞納処分又は(2)の規定により中止した(2)に

規定する国税滞納処分の取消しを命ずることができる。ただし、当該国税滞納処分の取

消しを命ずる場合においては、あらかじめ、徴収の権限を有する者の意見を聴かなけれ

ばならない。

(7)(1)又は(2)の規定による中止の命令、(5)の規定による決定及び(6)の規定による取消しの

命令に対しては、即時抗告をすることができる。

(8)(7)の即時抗告は、執行停止の効力を有しない。

(9)(7)に規定する裁判及び(7)の即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁判

書を当事者に送達しなければならない。

棚 債権を目的とする質権の実行を禁止する(1)の規定による中止の命令が発せられたとき

は、当該質権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から2月を経

過する日までの間は、時効は、完成しない6

2 担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力

担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力について、次のような規律を設

けるものとする。

（1）裁判所が1(1)の規定により債権を目的とする質権の実行の手続の中止（実行の禁止を

含む｡）を命じた場合には、第三債務者は、更生手続の関係においては、質権者に対して

した弁済その他の債務を消滅させる行為の効力を主張することができない。ただし、第

三債務者が、その行為の当時、その命令があったことを知っていたときに限る。

（2）（1‘)本文に規定する場合(債権の目的物が金銭である場合に限る｡)には､第三債務者は、

・債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができる。

（3）(2)の規定による供託がされたときは、(2)の債権を目的とする質権を有していた質権者

は、供託金につき質権者と同一の権利を有する。

第23 会社法の見直し

1 担保権の実行の手続等の中止命令

会社法第516条の規律を次のように改めるものとする。

（1）裁判所は､特別清算開始の命令があった場合において､債権者の一般の利益に適合し、

かつ、清算株式会社の財産につき担保権を有する者（(2)及び3において「担保権者」と

いう｡)、企業担保権の実行の手続の申立人又は清算株式会社の財産に対して既にされて

いる一般の先取特権その他一般の優先権がある債権に基づく強制執行の手続の申立人

（3において「一般先取特権者等」というd)に不当な損害を及ぼすおそれがないものと

認めるときは、清算人、監査役、債権者若しくは株主の申立てにより又は職権で、相当

の期間を定めて、当該担保権の実行の手続の中止（債権を目的とする質権の実行の禁止

を含む。(2)において同じ｡)、当該企業担保権の実行の手続の中止又は当該強制執行の手

続の中止を命ずることができる。

（2）(1)の規定による中止の命令（清算株式会社の財産につき存する担保権の実行の手続の

中止に係るものに限る｡）は､担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要な条件を付
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して発することができる｡

(3)債権を目的とする質権の実行を禁止する(1)の規定による中止の命令が発せられたとき

は、当該質権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から2月を経

過する日までの間は、時効は、完成しない。

2 担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力

担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力について、次のような規律を設

けるものとする。

（1）裁判所が1(1)の規定により債権を目的とする質権の実行の手続の中止（実行の禁止を

含む。3(1)及び②において同じ｡）を命じた場合には、第三債務者は、特別清算の関係に

おいては、質権者に対してした弁済その他の債務を消滅させる行為の効力を主張するこ

とができない。ただし、第三債務者が、その行為の当時、その命令があったことを知っ

ていたときに限る。

（2）(1)本文に規定する場合(債権の目的物が金銭である場合に限る｡)には､第三債務者は、

債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができる。

（3）(2)の規定による供託がされたときは、(2)の債権を目的とする質権を有していた質権者

は、供託金につき質権者と同一の権利を有する。

3 担保権の実行の手続等の中止命令の手続

会社法第891条の規律を次のように改めるものとする。

（1）裁判所は、1(1)の規定による中止の命令（債権を目的とする質権の実行の手続の中止

の命令を除く｡）を発する場合には、担保権者､企業担保権の実行手続の申立人又は一般

先取特権者等の陳述を聴かなければならない。

(2) 裁判所は､ 1(1)の規定による債権を目的とする質権の実行の手続の中止の命令を発し

た場合には、速やかに、質権者の陳述を聴かなければならない。ただし、あらかじめ質

・権者の陳述を聴いたときは、この限りでない。

（3）裁判所は、(1)及び(2)の中止の命令を変更し、又は取り消すことができる。

（4）(1)及び②の中止の命令並びに(3)の規定による変更の決定に対しては、担保権者、企業

担保権の実行手続の申立人又は一般先取特権者等に限り､即時抗告をすることができる。

（5）(4)の即時抗告は、執行停止の効力を有しない。

（6）(4)に規定する裁判及び(4)の即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁判

書を当事者に送達しなければならない。

第24 動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律の見直し

1 譲渡登記に関する規律の見直し

動産譲渡登記及び債権譲渡登記（以下「譲渡登記」という｡）に関する規律を次のとおり

改めるものとする。

（1）譲渡人又は譲受人が会社法人等番号(商業登記法第7条（他の法令において準用する

場合を含む｡）に規定する会社法人等番号をいう｡）を有する法人であるときは、当該法

人の会社法人等番号を譲渡登記の必要的記録事項に加える。
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(2)動産譲渡登記における動産の特定方法を見直し、「譲渡に係る動産の種類及び当該動

産の所在場所その他の当該動産の種類以外の事項であって当該動産を特定するために

必要なもの」とする。

(3)動産譲渡登記の原則の存続期間を10年から20年に延長する。

2 譲渡担保権に関する登記制度の見直しの概要

譲渡担保権に関する登記制度の見直しの概要を次のとおりとする。

（1）登記原因を譲渡担保とする譲渡登記の必要的記録事項の見直し

ア 次に掲げる事項を登記原因を譲渡担保とする譲渡登記の必要的記録事項に加える。

譲渡担保権者の氏名及び住所（法人にあっては、商号又は名称及び本店又は主たる‘

事務所）並びに譲渡担保権者が会社法人等番号を有する法人であるときは当該法人の

会社法人等番号（以下「氏名及び住所等」という｡）

イ 譲渡担保権者として登記されている者（以下「譲渡担保権の登記名義人」という｡）

及び譲渡担保権を取得した者は、共同して、譲渡担保権の移転による譲渡担保権者の

変更の登記を申請することができる（注1から3まで)。

（注1）根譲渡担保権の全部譲渡又は一部譲渡による譲渡担保権の移転に関する登記も譲渡担保

権者の変更の登記により行うものとする。

（注2〉相続又は法人の合併による譲渡担保権者の変更の登記は、相続人又は合併後存続する法

人若しくは合併により設立された法人が単独で申請することができる。

（注3）譲渡担保権者の氏名及び住所等の変更の登記は、譲渡担保権の登記名義人が単独で申請

することができる。

② 転譲渡担保権の設定の登記の新設

ア 譲渡担保権の登記名義人及び転譲渡担保の譲受人は、共同して、転勤産譲渡担保権

の設定又は転債権譲渡担保権の設定（以下「転譲渡担保権の設定」という｡）の登記を

申請することができる。

イ 転譲渡担保権の設定の登記には、転譲渡担保権者の氏名及び住所等を記録する。

(3)競合する譲渡担保権を記録するための競合担保登記目録制度の新設

ア 競合する譲渡担保権に係る譲渡登記を一覧的に記録するための競合担保登記目録制

度を新設する。

イ 譲渡人及び譲渡担保権の登記名義人は、共同して、当該目録に記録すべき競合する

譲渡担保権に係る譲渡登記（以下「競合譲渡登記」という｡）を明らかにして、譲渡担

保権が競合する旨の登記を申請することができる。

ウ 登記官は、イの申請に基づき、各競合譲渡登記において当該目録を作成し、当該目

録に各競合譲渡登記の登記番号及び登記年月日（以下「特定事項」という｡）を記録す

る。

（4）譲渡担保権の順位の変更の合意の登記の新設

ア 順位を変更した譲渡担保権の登記名義人は、共同して、順位の変更の合意の登記を

申請することができる。この登記は、(3)の目録に順位を変更した譲渡担保権に係る全

ての競合譲渡登記の特定事項が記録されている場合に限り、申請することができる。

イ 譲渡担保権の順位の変更の合意の登記には、次に掲げる事項を記録する。

51



（ア）変更後の譲渡担保権の順位

（イ）譲渡担保権の順位の変更について利害関係を有する者の承諾があるときは、その

旨並びに承諾をした者の氏名及び住所（法人にあっては、商号又は名称及び本店又

は主たる事務所）（注）

（注）（イ）に掲げる事項は、登記事項概要証明書には記載しないこととする。

(5)根譲渡担保権の分割譲渡の登記の新設

ア 譲渡担保権の登記名義人及び根譲渡担保権の分割譲渡の譲受人は、共同して、根譲

渡担保権の分割譲渡の登記を申請することができる。

イ 根謹渡担保権の分割譲渡の登記は、譲渡人の承諾（転譲渡担保権の設定の登記がさ

れている場合にあっては、併せて転譲渡担保権者として登記されている者の承諾）が

‐あるときに限り、申請することができる。

ウ 根譲渡担保権の分割譲渡の登記は､分割譲渡された根譲渡担保権に係る新たな譲渡

登記を作成し、これに次に掲げる事項を記録することによって行う。

（ア）分割をする根譲渡担保権に係る譲渡登記に記録されている事項（転譲渡担保権の

設定の登記に係る事項等を除く｡）

（イ）分割譲渡された根譲渡担保権を有する者の氏名及び住所等

3 留保所有権に関する登記制度の見直しの概要（所有権留保登記の新設）

留保所有権に関する登記制度の見直しの概要を次のとおりとする。

（1）所有権留保契約の留保売主等及び留保買主等（法人に限る｡）は、動産の所有権の留保

について所有権留保登記の申請をすることができる。

（2）所有権留保登記がされたときは、所有権の留保に係る動産について引渡しがあったも

のとみなす。

（3）所有権留保登記については、動産譲渡登記に関する規定を準用する。

第25その他

その他所要の規定を整備するものとする。
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事務総局会議資料第7
（2月18日開催）

【機密性2】

民事訴訟手続におけるe提出.e記録管理(デジタル化
フェーズ3の未施行部分)に対応するシステムについて

令和フ年2月

最高裁判所事務総局



【機密性2】

法施行に対応するシステムについて

○ 昨年11月、開発中のTreeeSでの改正法の施行を念頭に置きつつも､現在改修中の

mintsでの施行も検討する旨､周知したところ。
一 一■■■■

一 一■■■■■■■■－‐

○ 改正法の確実かつ円滑な施行の観点からは､利用者及び職員において､システムの

利用に習熟するための期間を十分に確保することが不可欠。

○TreeeSは､mintsの改修と並行して､引き続き令和7年S月末の完成を目指して開発中

（現在はテストエ程の中盤)であるが､RoootSとの連携といった高難度の課題もあり、

実務に耐えられるシステムの完成までには､いまだ相応の時間がかかる可能性｡一方

で､mintsについては､現在安定的に運用されており、その改修も既存システムを前提

にするものでリスクが低く､現在も特段の問題なく進行中。
－ョ

‐ 一 一一■■■

‐ 一一一■
一一

○ フェーズ3(令和s年5月までに法施行)を円滑に実施し､デジタル化を着実に進めて

いくため､改正法に対応するシステムとして､施行当初は、

することとする。

現在改修中のmintsを予定

1
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【機密性2】

mintsでの法施行に向けた準備状況(現行mintsの利用促進等）

利用促進

○ 改正法(弁護士等のシステム禾11用は義務化)の施行に向けた習熟及びアカウント登録

の促進の観点から、多くの事件で現行mintsを実際に利用してもらう必要があるところ、

最高裁でも､例えば､関係各所に必要な情報提供をしたり､事件利用を離れた弁護士の

アカウント登録を可能としたりする登録｡利用促進策を検討しており､さらに.各庁におい

ても､具体的な利用促進をお願いすることを想定(なお､現行mintsで登録したアカウント

については､改正法施行後においても利用することができる方向で検討しているところ)。

簡裁導入

○ 改正法は､簡易裁判所でも同時期に施行されることから､現行mintsを早期に簡易裁判

所においても利用してもらうことが必要であり、現在､本年7月頃に簡易裁判所に導入で

きるよう必要な準備をしているところ。
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【機密性2】

今後のTreeeSの導入展開について

○TreeeSについては､今後も開発を継続した上で､完成後､フェーズ3において導入する

予定。

○ ただし､具体的な導入時期については､TreeeSの開発状況によるところが大きく､現時

点で確定することは困難。

一方で､令和8年5月までの改正法施行の後､TreeeSを導入するに当たっては､一定

の習熟期間等が必要となることに加え､令和g年g月頃にかけて新しい情報通信インフラ

の整備(JNET環境からGSS環境への移行)が､令和10年6月までには改正非訟法自家事

法の施行が予定されているなど､複数の大きなイベントが控えていることも考盧する

必要。
宮

ー ‐ 一

○TreeeSの導入時期については､現時点で具体的な見通しをお伝えすることは困難であ

り、令和9年度頃ないし令和10年度頃を目指したいと考えているが､TreeeSの開発状況

等を踏まえ､改めて本年夏以降に検討･判断の上､周知する。
ー
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事務総局会議資料第8
（2月18日開催）

【機密性2】

(令和7．2．18行一印）

国際知財司法シンポジウム2025の開催について

1 主催 最高裁判所、知的財産高等裁判所、法務省、特許庁、日本弁護士連

合会及び弁護士知財ネット

2 日程 令和7年10月22日（水）から同月24日（金）までの3日間

3 場所 弁護士会館講堂クレオ等

4 内容 日本、欧米及びアジアの各国における知的財産紛争の解決に関する

事項

5 参加者等

（1）被招へい者 アメリカ、イギリス、欧州統一特許裁判所、中国、韓国、AS

EAN諸国及び東ティモールの裁判官等の司法関係者

※ 来日困難な被招へい者については、オンラインで参加

（2）傍聴人 国内外の法曹関係者、研究者、知的財産制度に関心を有する民

間企業関係者等

※ クレオでの傍聴のほか、インターネットを通じて同時配信を予定
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